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柏 市 



は じ め に  

   

 男 女 共 同 参 画 社 会 基 本 法 に 基 づ き ， 平 成 １ ３ 年 に 「 柏 市 男 女 共 同

参 画 推 進 計 画 ― 未 来 を ひ ら く パ ー ト ナ ー シ ッ プ ー 」 を 策 定 し １ ０ 年

が 経 過 し ま し た 。  

 こ れ ま で の 間 ， 関 連 法 令 の 改 正 等 の 整 備 が 進 み ， 柏 市 に お い て も

「 計 画 に 沿 っ て 男 女 が そ れ ぞ れ に 自 立 し ， 多 様 な 生 き 方 を 認 め 合 い ，

個 性 を い か せ る 社 会 ― 男 女 が 平 等 に 暮 ら す ま ち 柏 ― の 実 現 を め ざ し ，

平 成 １ ８ 年 に 計 画 改 定 を 経 て ， 数 々 の 施 策 に 取 り 組 ん で ま い り ま し

た 。  

 し か し ， 平 成 ２ １ 年 度 に 実 施 し た 市 民 意 識 調 査 の 結 果 等 か ら は ，

意 識 や 慣 行 の 課 題 ， ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス の 推 進 の 必 要 性 な ど ，

さ ら に 男 女 共 同 参 画 の 推 進 が 必 要 で あ る こ と が う か が え ま す 。  

 そ の た め ， 「 ５ 年 ご と の 目 標 の 見 直 し 」 に あ た る 平 成 ２ ３ 年 を 機

に 「 柏 市 男 女 共 同 参 画 推 進 計 画 （ 後 期 計 画 ） 」 を 策 定 い た し ま し た 。  

 

 本 計 画 の 策 定 に あ た り ， 活 発 な ご 論 議 を い た だ き ま し た 「 柏 市 男

女 共 同 参 画 推 進 審 議 会 」 の 委 員 の 皆 様 を は じ め ， 意 識 調 査 や パ ブ リ

ッ ク コ メ ン ト を 実 施 す る 中 で ， ご 意 見 や ご 提 案 を い た だ き ま し た 市

民 の 皆 様 に ， 心 か ら お 礼 を 申 し 上 げ ま す 。  

 

 結 び に ， 本 年 ３ 月 １ １ 日 に 発 生 し ま し た 「 東 日 本 大 震 災 」 で お 亡

く な り に な っ た 方 々 ， 被 災 さ れ た 方 々 に 心 よ り お 悔 や み と お 見 舞 い

を 申 し 上 げ ま す 。 今 後 ， 改 め て ， 防 災 を は じ め ， さ ま ざ ま な 分 野 に

男 女 共 同 参 画 の 視 点 が 広 が っ て い く よ う ， 全 庁 的 に 取 り 組 ん で ま い

り ま す 。 市 民 の 皆 様 と の 協 働 に よ り 男 女 共 同 参 画 推 進 の 輪 を 広 げ て

い く た め に ， よ り 一 層 の ご 理 解 と ご 協 力 を 賜 り ま す よ う お 願 い 申 し

上 げ ま す 。   

 

 

  平 成 ２ ３ 年 ６ 月  

                 柏 市 長  秋  山  浩  保  



  目 次           

                                       

第１章 計画の改定にあたって…………………………………………………………… １ 

   １ 改定の主旨と背景……………………………………………………………… １ 

   ２ 改定の基本的な姿勢，経緯…………………………………………………… ２ 

   ３ 計画の目的……………………………………………………………………… ２ 

   ４ 計画の基本理念………………………………………………………………… ２ 

   ５ 計画の性格……………………………………………………………………… ３ 

   ６ 計画の期間……………………………………………………………………… ３ 

   ７ 計画の基本課題………………………………………………………………… ３ 

 

第２章 施策体系図………………………………………………………………………４・５ 

 

第３章 基本計画…………………………………………………………………………… ６ 

   基本課題Ⅰ 人権…………………………………………………………………… ６ 

    目標１  男女の人権を尊重するための環境づくり………………………… ６ 

    目標２  女性の生涯を通じた健康支援………………………………………１１ 

   基本課題Ⅱ 教育・学習……………………………………………………………１３ 

    目標３  男女平等の視点に立った意識改革と社会制度・慣行の見直し １３ 

    目標４  あらゆる場での男女平等教育・生涯学習の推進……………… １６ 

   基本課題Ⅲ 家庭・地域………………………………………………………… １９ 

    目標５  男女が共に参画する家庭・地域づくり………………………… １９ 

    目標６  男女が安心して子育てできる環境づくり……………………… ２１ 

    目標７  高齢者・障害者への社会的支援………………………………… ２４ 

   基本課題Ⅳ 就労………………………………………………………………… ２６ 

    目標８  職場における男女平等の推進…………………………………… ２６ 

    目標９  女性の職業能力の開発と就労機会の拡大……………………… ２９ 

    目標１０  男女が職業生活と家庭生活を両立できる環境づくり ………… ３１ 

   基本課題Ⅴ 社会参画…………………………………………………………… ３３ 

    目標１１ 政策・方針決定過程への女性の積極的参画と登用促進……… ３３ 

    目標１２ 防災・災害復興への女性の参画………………………………… ３５ 

   基本課題Ⅵ 推進体制…………………………………………………………… ３７ 

    目標１３ 「男女共同参画推進計画」推進のための方策………………… ３７ 

 

 



＜資料＞ 

   １ 年表………………………………………………………………………… ４１ 

   ２ 関係法令…………………………………………………………………… ４４ 

    (1) 日本国憲法（抄）……………………………………………………… ４４ 

    (2) 世界人権宣言…………………………………………………………… ４６ 

    (3) 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約…………… ４９ 

    (4) 家族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇の均等に関する条約… ５５ 

    (5) 男女共同参画社会基本法……………………………………………… ５８  

    (6) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律………… ６３ 

   ３ 柏市男女共同参画推進審議会…………………………………………… ７２ 

    (1) 設置条例………………………………………………………………… ７２ 

    (2) 審議の経過……………………………………………………………… ７４ 

    (3) 委員名簿………………………………………………………………… ７５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 



 １ 

第１章  計画の改定にあたって 
 
１ 改定の主旨と背景 

柏市では，男女がそれぞれに自立し，多様な生き方を認めあい，個性をいか

せる社会―男女が平等に暮らすまち柏―の実現をめざし，平成２年度から平成

１２年度までの「男女の共同参画をめざす柏プランー柏市女性行動計画（平成

２年３月策定，平成７年３月改定）」に続き，平成１３年度から平成２７年度

までの「柏市男女共同参画推進計画」を策定，さらに，平成１８年度からは，

「中期計画」として改定施策に取り組んでまいりました。 

 

中期計画期間には，少子高齢化の進展，経済の状況の変動，共働き世帯の更

なる増加などの社会変化がありました。そのような中で，仕事と 家庭や地域生

活などの両立や，人生の各段階に応じた多様な生き方が選択可能となるように，

官民が一体となり，経済界，労働界，地方の代表者，関係会議の有識者から構

成される「仕事と生活の調和推進官民トップ会議」が開催され，平成１９ 年１

２ 月 １ ８ 日 に 「 仕事と 生活の 調和（ ワーク ・ライ フ・バ ランス ）憲章 」及び

「 仕事と 生活の 調和推 進のた めの行 動指針 」が策 定され ，国， 地域， 企業で

様々な取り組みが始まっています。 

国では，男女共同参画基本計画（第２次）において，重点分野を掲げ，ワー

ク・ライフ・バランスの推進を含めさまざまな施策に取り組んできました。さ

ら に法制 面では ，「配 偶者か らの暴 力の防 止及び 被害者 の保護 に関す る法律

（平成１３年１０月施行）」の改正や「次世代育成支援対策推進法（平成１５

年７月施行）」，「改正育児・介護休業法（平成１７年４月施行）」等，男女

共同参画に関わる制度の整備が進められてきました。 

 

 千葉県では，男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを掲げた「千葉県男

女共同参画計画」の事業計画の見直しや，DVの防止と被害者の保護や自立支

援などを内容とする各種施策を展開するため，「千葉県DV防止・被害者支援

基本計画」の策定（平成１８年）及び改定（平成２１年）が行われました。 

  

 柏市では，「柏市インターネット男女共同参画推進センター」からの情報発

信やＤＶ問題や女性を取り巻くさまざまな悩みに幅広く対応するための「女性

のこころと生き方相談」の実施や相談日の増設，啓発のためのシンポジウムの

開催や情報紙の作成，男女共同参画に関する意識調査の実施など，具体的な事

業の展開を行ってきました。 

 しかしながら，家庭・職場・地域などでの意識や慣行の中などには，依然と

して，男女の固定的な役割分担意識がうかがえ，能力や個性が十分に活かされ

ているとはいえない現状もあります。性別にかかわらず誰もが個人として尊重

され，主体的に生き方を選択でき，その能力と個性を十分に発揮できる男女共
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同参画社会の実現には，なお多くの課題が残されていています。 

 このような現状を踏まえ，さらに計画を推進するために施策等について，見

直しを行うこととしました。 

             
 

２ 改定の基本的な姿勢，経緯 

 「柏市男女共同参画推進計画」の改定にあたっては，柏市男女共同参画推進

審議会の答申を踏まえ，基本理念や基本課題等の骨子はそのままに，計画の前

期５年間（平成１８年度から２２年度まで）の目標に対し，平成２３年度以降

の具体的な施策について見直しを行いました。 

 平成２１年度に男女共同参画に関する意識調査，平成２２年度に計画の進行

状況の把握や関係部署との調整，審議会での審議を行い，パブリックコメント

での提案，国の基本計画（第３次）の考え方等を踏まえ，目標及び施策の表現，

修正，新規施策の追加を行いました。 

 

３ 計画の目的 

 柏市では，「男女共同参画社会基本法・第１４条」に則り，「男女共同参画

基本計画」及び「千葉県男女共同参画計画」を勘案し，男女がそれぞれに自立

し多様な生き方を認め合い，個性を活かせる社会の実現を目指しています。 

 本計画に沿って，関係各課が目標を共有し，事業を遂行していくことを目的

としています。 

 

４ 計画の基本理念 

Ⅰ 人権が尊重され男女が自立した社会の実現 

 男女平等の前提には，男女それぞれが個人として自立することがあげられます。男

女の別なく，経済的自立，生活的自立及び精神的自立の三つの条件が整ってはじめて

対等な個人と個人の人間関係が生まれます。そのためには，様々な社会的制度の改革

をはじめ，教育・学習という面から社会全体の意識改革が大変重要です。すべての男

女が個人として尊重され，社会の対等な構成員として共に責任を担う社会を実現しま

す。 

 

 

Ⅱ 自由な選択と多様な生き方を認めあう社会の実現 

 社会の中には様々な性別役割分担意識やそれに基づく伝統的な制度，慣習や

しきたりが依然として根強く残っています。 

 それらの影響により，女性の就労や男性の家事・地域活動等への参画が難し

くなっていると考えられます。男性も女性も家庭・職場・地域のあらゆる領域

で，一人の人間として主体性を持ち，自由な選択と多様な生き方ができる社会

を実現します。 



 ３ 

 

Ⅲ 男女共同参画で築くまちづくりの実現 

 今日，地域社会にあっては，少子・高齢化の進展，経済活動の国際化，成熟

化さらに家族形態やライフスタイルの多様化等から，市民生活が変化していま

す。そのため，男女が社会の対等な構成員として，あらゆる領域の意思決定過

程に参画し，共に責任を担い，より質の高い地域社会を創りだしていくことが

必要になっています。このような状況をふまえ，自分たちの住むまちづくりに

は男女が共に，自らが積極的に参画し，柏市が目指している「安心・希望・支

えあい」というまちづくりの理念（「柏市第四次総合計画」）に結びつけていき

ます。 

 

 

５ 計画の性格 

・ 男 女 共 同 参 画 社 会 の 実 現 に 向 け ，「 基 本 課 題 」 を 設 定 し ， 基 本 課 題 ご と の

「目標」「施策」「具体的な施策」「担当部署」を示しました。 

・この計画は，柏市第四次総合計画の施策体系別計画で「第一章 市民と協働

－市民とともにあゆむまち」に位置付け，整合性を図り策定したものです。 

・この計画は，男女共同参画社会を実現するために，全庁的取組及び市民や団

体の協力と参画を求めています。 

 

 

６ 計画の期間 

 計画の計画期間は，平成１３年度から平成２７年度までの１５年間とし，目

標は，５年ごとに見直すこととしています。 

 

 
７ 計画の基本課題 

Ⅰ 人権 

 ・女性の人権及び性を尊重する 

Ⅱ 教育・学習 

 ・男女平等意識をつくる 

Ⅲ 家庭・地域 

 ・男女の生活者としての自立をすすめる 

Ⅳ 就労 

 ・働く場における男女平等と女性の経済的自立を確保する 

Ⅴ 社会参画 

 ・政策・方針決定の場へ男女が平等に参画する 

Ⅵ 推進体制   

 ・柏市男女共同参画推進計画を積極的にすすめる 



                                    
第２章   施策体系図  
 

 
       基  本  理  念           基本課題                                 目      標  
 
 
                                                                                              １  男 女 の 人 権 を 尊 重 す る た め の 環 境 づ く り  
 
                                                                                              ２  女 性 の 生 涯 を 通 じ た 健 康 支 援  
                                                                                    
 
 
                                                                                               
                                               ３  男 女 平 等 の 視 点 に 立 っ た 意 識 改 革 と 社 会 制 度  

                                                 ・ 慣 行 の 見 直 し         
                                                                                             ４  あ ら ゆ る 場 で の 男 女 平 等 教 育 ・ 生 涯 学 習 の 推 進  
 
                                                                                               
                 Ⅰ  
              人 権 が 尊 重 さ                                   ５  男 女 が 共 に 参 画 す る 家 庭 ・ 地 域 づ く り  
              れ 男 女 が 自 立                                                                      
              し た 社 会 の 実                                   ６  男 女 が 安 心 し て 子 育 て で き る 環 境 づ く り  
              現                                                                                
                                             ７  高 齢 者 ・ 障 害 者 へ の 社 会 的 支 援  
                Ⅱ                                                                                                                     

    
              自 由 な 選 択 と  
              多 様 な 生 き 方  
              を 認 め あ う 社         Ⅳ  就    労                    ８  職 場 に お け る 男 女 平 等 の 推 進  
              会 の 実 現                     働 く 場 に お け る                                         
                                          男 女 平 等 と 女 性                    ９ 女 性 の 職 業 能 力 の 開 発 と 就 労 機 会 の 拡 大  
                Ⅲ                      の 経 済 的 自 立 を                                        
              男 女 共 同 参 画                 を 確 保 す る                      1０  男 女 が 職 業 生 活 と 家 庭 生 活 を 両 立 で き る 環 境 づ く り  
              で 築 く ま ち づ                                                            
              く り の 実 現  
 
 

 
 
                                                                                              1１  政 策 ・ 方 針 決 定 過 程 へ の 女 性 の 積 極 的 参 画 と 登 用 促 進  
 
                                                                                              1２  防 災 ・ 災 害 復 興 へ の 女 性 の 参 画  
 
 
 
 
 
                                                                                              1３ 「 男 女 共 同 参 画 推 進 計 画 」 推 進 の た め の 方 策  

 

４ ５ 

 
 Ⅲ  家庭・地域  
 男 女 の 生 活 者 と  
 し て の 自 立 を す  
 す め る  
 
 

 
 
 男  
 女  
 が  
 平  
 等  
 に  

 暮  
 ら  
 す  
 ま  
 ち  
 柏  

 
 
 

 
 Ⅱ  教育・学習  

 男 女 平 等 意 識 を  
 つ く る  
 
 

 
 Ⅰ  人    権  
 女 性 の 人 権 及 び  
 性 を 尊 重 す る  
 
 

 
 Ⅵ  推 進 体 制  
「 柏 市 男 女 共 同  

 参 画 推 進 計 画 」  
 を 積 極 的 に す す  
 め る  
 
 

 
 Ⅴ 社会参画  
 政 策 ・ 方 針 決 定  
 の 場 へ 男 女 が 平  
 等 に 参 画 す る  
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Ｉ．マスメディア性表現

Ｈ．ポルノ映画などの性の商品化

Ｇ．夫婦・恋人間の性的強要

Ｆ．夫婦・恋人間の言葉の暴力

Ｅ．夫婦・恋人間の身体的暴力

Ｄ．ストーカーなどのつきまとい

Ｃ．職場や学校でのセクハラ

Ｂ．売春・買春・援助交際

Ａ．レイプなどの性犯罪

“侵害だと思う”派 その他 “侵害とは思わない”派 単位：％

第３章  基本計画 

 

基本課題Ⅰ 人権（女性の人権及び性を尊重する）  
 

目標１ 男女の人権を尊重するための環境づくり 

 

【現状と課題】ドメスティック・バイオレンス（以下「ＤＶ」という。），デートD

V，セクシュアル・ハラスメント（以下「セクハラ」という。），ストーカー行為，

性犯罪，売買春，人身取引等の女性に対する暴力は，潜在しがちな問題ですが，人権

を著しく侵害するものです。また，これらの暴力は，子どもが被害者となる場合があ

ります。平成２１年度の市民意識調査では，女性に対する暴力が人権侵害であるとい

う意識が広がっていますが，一部そうでない回答もみられます。また，回答者の１５．

８％が配偶者等からの身体的な暴力を受けた経験があると答えています。身体的暴力

の被害経験の世代別では，40歳代が２０．４％ともっとも多く，２０歳代でも１５．

６％が暴力を受けたことがあるとしており，その半数以上が被害について相談しなか

ったと回答しています。相談窓口等の周知や，暴力防止に関する啓発に継続的に取り

組む必要があります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 女性の人権が侵害されていると感じるのはどのようなことですか 

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度  
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11.8

7.8

6.6

2.4

0.1

77.6

79.9

82.2

86.7 7.9

１～２度あった 何度もあった

4.0

4.9

3.2

3.0

0.3

まったくない

18.3 81.3

8.0

7.3

6.6

無回答n=1475

Ａ．身体的暴行

Ｂ．心理的攻撃

Ｃ．性的強要

Ｄ．経済的圧迫

Ｅ．その他

単位：％

6.6

12.5

3.1

3.1

15.4

16.0

9.1

46.4

35.6

48.1

39.3 50.4

1.7

１年以内
この

２～５年の間

0.9

7.1

５年以内
にはない

8.3

無回答

31.6

35.9

39.6

89.2

n=351

Ａ．身体的暴行

Ｂ．心理的攻撃

Ｃ．性的強要

Ｄ．経済的圧迫

Ｅ．その他

単位：％

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ．「身体的暴行」＝なぐったり、けったり、物を投げつけるなど身体に対する暴力を受けた。 

Ｂ．「心理的攻撃」＝人格を否定するような暴言や交友関係の細かい監視などの精神的な嫌が

らせ、または、自分や家族に危害が加えるような脅迫を受けた。 

Ｃ．「性的強要」 ＝嫌がっているのに性的行為を強要された。 

Ｄ．「経済的圧迫」＝生活費を渡さないなど、経済的負担を強いられた。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

配偶者や恋人などからの暴力を受けた経験（複数回答） 

相談しなかった

53.8%

無回答
20.8%

相談した
25.4%

相談した

相談しなかった

無回答

年齢ごとの身体的暴力の被害経験

13.1

16.4

12.9

20.4

16.6

15.6

71.2

77.2

80.9

76.5

81.8

77.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

１～２度あった 全くない 無回答

暴力被害に関する相談の有無 
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 女性に対する暴力は，固定的な性別役割分担や経済力の格差，男性が優位となり

やすいなどの社会構造に根ざしたものであり，社会問題として把握し対処しなけれ

ばなりません。暴力は人権侵害であり，その対象の性別，間柄，公的・私的領域を

問わず，決して許されることではありません。国際社会においても，女性に関わる

問題・女性への暴力など，世界の女性がおかれている状況を知り，その地位向上の

ため支援していくことは，男女平等を推進する上でとても重要です。 

 また，メディアからの情報が行動や意識に不える影響は大きく，その情報の中に

は，女性や子どもの性の商品化，性・暴力表現や，性別役割分担意識に基づく表現

等が尐なくありません。メディアにおける女性の人権の尊重を推進していく必要が

あり，そのためには，メディア・リテラシーの育成も丌可欠です。 

 男女の人権を尊重するためには，社会における活動や個人の生き方が多様化する

中で，性別に基づく固定的な見方や偏見を除去し，多様な生き方の尊重や心の健康

支援，男女共同参画への理解を深めることが大切です。 

 

 ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 
配偶者や恋人など親しい関係にある相手から受ける暴力等をさして言います。身体的な暴

力だけでなく，配偶者の行動を制限するとか暴言を吐くなどの行為も暴力にあたります。こ

れらを防止するために，平成１３年４月に「配偶者暴力防止法（DV防止法）」が制定され，

平成１６年，１９年に法改正されています。 

また，最近では交際相手など親しい間柄（結婚していない関係）における暴力（デートD

V）が発生しており，若年層に向けた暴力の防止啓発が必要となっています。 

 

 セクシュアル・ハラスメント（セクハラ） 
性的嫌がらせのこと。相手の意に反した性的な言動，身体への丌必要な接触，性的関係の

強要，人目にふれる場所へのわいせつな写真などの掲示なども含まれます。 

 

 メディア・リテラシー 
   メディアの情報を主体的に読み解く能力，メディアにアクセスし活用する能力，メディア

を通じコミュニケーションする能力の３つを構成要素とする複合的な能力のこと。 

 

   施  策     具 体 的 な 施 策    担当課 

（１）女性に対する 

 あらゆる暴力の排 

 除 

 ①相談体制の充実 

  女性に対するあらゆる暴力を排除するた 

 め，暴力の被害を受けた女性が安心して相談 

 できる窓口の充実を図るとともに，関係機関 

 との連携を強化します。 

  また，男性の相談窓口についての情報発信 

を行います。 

  ・相談窓口の充実 

    法律相談 人権相談 

    女性のこころと生き方相談 

    母子自立支援相談 

  ・相談員の知識・対応技術の向上 

・関係課・関係機関との連携強化 

    警察 病院  

    配偶者暴力相談支援センター   

    民間グループ 

  ・ＤＶ防止ネットワークの充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 秘書広報課 

 男女共同参画室   

 児童育成課 

 関係部署 

 関係部署 

 

 

 

男女共同参画室・ 

関係部署 
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（ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）メディアにお 

 ける女性の人権の 

 尊重 

・ＤＶ加害者の相談に関する情報収集 

 

・広報等による情報提供 

 ・職員のセクハラに関する相談しやすい窓 

口の整備 

 

 ②ＤＶ被害者への支援 

  被害を受けた女性の緊急一時保護や自立へ 

 向けて，関係機関との連携のもとに支援を行 

 います。 

  ・一時保護事業の充実 

    緊急避難支援及び緊急一時保護 

 

 

 

    民間一時保護施設への支援 

  ・保護施設等との連携 

 

 

・被害者の自立支援 

    就業相談等 

 

 

被害者の子どもの支援 

 

・被害者の心の相談支援 

 

 ③人権尊重と女性への暴力防止に関する広 

 報，啓発 

  女性に対するあらゆる暴力を許さない社会 

 づくりのため，暴力の実態を把握するととも 

 に，広報，意識啓発に努めます。 

  ・シンポジウム，情報紙等による啓発 

  ・女性への暴力をなくす運動期間における 

   啓発活動の継続 

  ・暴力に関する意識調査 

 

 ④被害者支援のための情報収集・研究 

国，県，他市，関係機関における取り組み 

や課題などの情報を収集し，被害者支援や予 

防啓発に努めます。 

  ・ＤＶ全国会議等への参加，ＤＶ防止マニ 

   ュアルの検討 

  ・若年層への予防啓発，相談窓口の周知 

 

①広報・出版物等における表現の見直し 

  市の広報・出版物等において性別役割分担 

 意識に基づく表現を使用していないか見直し 

 ます。 

男女共同参画室・ 

秘書広報課 

関係部署 

人事課 

 

 

 

  

 

 

 

 児童育成課・ 

男女共同参画室・ 

福祉活動推進課・ 

関係部署 

 男女共同参画室  

 児童育成課・ 

生活支援課・ 

男女共同参画室  

 

児童育成課・ 

男女共同参画室  

・生活支援課 

児童育成課・ 

男女共同参画室  

保健予防課 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 男女共同参画室  

 

男女共同参画室  

 

 

 

 

 

男女共同参画室  

 

学校保健課・ 

教育研究所・ 

男女共同参画室  
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（  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）国際社会にお 

ける男女平等の推 

進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人権の尊重と 

心の健康支援 

  ・広報・出版物等における男女平等の視点

に立った表現の使用  

  ・ガイドラインの作成と活用 

 

②メディア・リテラシーの育成 

  メディアから提供される情報を男女平等の 

  視点から判断する力をつけるためにメディ 

  ア・リテラシー向上のための学習機会を提 

供します。 

  ・メディア・リテラシー向上のための学習 

機会の充実 

 

①諸外国の女性に関わる問題の情報収集及 

び提供 

  諸外国の女性に関わる問題やその取組・支 

援策について情報を収集・提供します。 

  ・情報の収集及び提供 

 

②市内の在住外国人に対する支援 

  日本人との婚姻や就労により来日した外国 

人女性に対し，生活情報の提供，離婚問題・ 

配偶者の扶養義務拒否等に関するアドバイス 

や相談窓口の紹介をします。 

  ・外国人のための相談窓口の充実 

 

①あらゆる人の心の健康支援 

  固定的性別役割分担意識がもたらす悩みを 

 軽減し，心身の健康を維持するための支援に 

 努めます。 

・悩みをかかえる人のための相談窓口の紹 

介・情報提供 

 

・自殺予防対策のための情報共有化の充実 

 

 

・自殺予防のための啓発事業の実施 

 

 

②性別に関わる悩みを持つ人への支援 

・相談窓口等の情報発信 

 

・性別等の悩みに関する情報の収集 

秘書広報課・ 

関係部署 

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 

 協働推進課 

 

 

 

 

 

男女共同参画室・ 

福祉活動推進課・

関係部署 

保健福祉総務課・ 

保健予防課・ 

関係部署 

保健福祉総務課・ 

保健予防課・ 

関係部署 

 

男女共同参画室・

関係部署 

男女共同参画室・ 

関係部署 

 

 

あなたができること 

・暴力を受けたり，聞いたらすぐ 

 に身近なところへ相談を 

・メディアチェックをしてみまし 

 ょう 
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総  数 

目標２ 女性の生涯を通じた健康支援 

 

【現状と課題】性に対する理解と尊重は，お互いがパートナーシップを保つうえで

大変重要です。女性は子どもを産む・産まないにかかわらず，生涯を通じて男性と

異なる健康上の問題に直面します。また，ライフサイクルを通じて，リプロダクテ

ィブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）について，男女ともに留意

する必要があります。このリプロダクティブ・ヘルス／ライツの考え方は，１９９

４年カイロ国際人口開発会議において提唱され，翌年北京で開催された第４回世界

女性会議で女性の基本的人権として位置付けられました。 

 また，男女の身体的性差への理解と女性の健康を守るニーズに関する男女間のコ

ミュニケーションが十分でないことが障害となって，女性の健康が脅かされている

と指摘されています。 

 この視点に立ち，女性の思春期，成人期，高齢期等生涯を通じた性と生殖に関す

る総合的な施策が必要です。 

 ＨＩＶ／エイズや子宮頸がんの原因となるＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス），

薬物乱用，喫煙，環境汚染などは女性の健康に大きな影響を及ぼします。さらに，

若年層の人工妊娠中絶や性感染症が深刻化していることから，健康をおびやかす問

題についての対策が求められています。 

 

年齢階級別にみた人工妊娠中絶率  
（年齢階級別女子人口千対）        平成20年度 

 
 

 

 

 
 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利） 
   リプロダクティブ・ヘルスとは，平成6年の国際人口／開発会議の「行動計画」及び平成

7年の第4回世界女性会議の「北京宣言及び行動綱領」において，「人間の生殖システム，

その機能と（活動）過程の全ての側面において，単に疾病，障害がないというばかりでな

く，身体的，精神的，社会的に完全に良好な状態にあることを指す」とされています。 

   また，リプロダクティブ・ライツは，「全てのカップルと個人が自分たちの子どもの数，

出産間隔，並びに出産する時を責任をもって自由に決定でき，そのための情報と手段を徔

ることができるという基本的権利，並びに最高水準の性に関する健康及び性と生殖に関す

る健康を徔る権利」とされています。  

19歳  

18歳  

17歳  

16歳  

15歳  

45～49歳  

40～44歳  

35～39歳  

30～34歳  

25～29歳  

20～24歳  

20歳未満  

注：1) 「総数」は、15～49歳の女子人口千対。 (15歳未満・丌詳の人工妊娠中絶件数を含むが、50 

歳以上の人工妊娠中絶件数は除く。）  

   2) 「20歳未満」は、15～19歳の女子人口千対。 (15歳未満の人工妊娠中絶件数を含む。 ) 

 「平成20年度保健・衛生行政業務報告」厚生労働省 
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   施  策     具 体 的 な 施 策    担当課  

（１）性と生殖の健 

 康・権利の理解と 

 普及 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）女性の健康保 

 持と増進 

①性と生殖の健康・権利に関する啓発 

  ライフサイクルを通じて，性と生殖の健 

康・権利について，男女ともに留意するこ 

 とができるよう「性と生殖の健康・権利」 

 の重要性についての周知や情報提供に努めま 

 す。 

  ・広報紙等による情報提供 

  

 ②性に関する正しい知識・情報の提供，学習 

 機会の充実 

  「性と生殖の健康・権利」の重要性につい 

 て，学習機会の充実と情報提供に努めます。 

  ・学校における性教育の充実 

  ・家庭における性教育を支援する学習機会 

   の充実 

 

 ①女性の健康支援 

  妊娠・出産や更年期など，心身の変化に対 

 応した健康診査，保健相談，性差医療の情報 

 提供，スポーツ活動の推進等により，健康づ 

 くりを支援します。 

  ・妊産婦の健康診査，相談及び指導 

  ・女性の健康管理に関する講座等の実施 

  ・女性のための各種健康診査，子宮頸がん 

対策，乳がん対策，性差医療の情報提供 

等の充実 

  ・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 学校保健課 

 関係部署 

 

 

 

 

 

 

 

地域健康づくり課 

地域健康づくり課 

地域健康づくり課 

・成人健診課 
 

スポーツ課 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②健康をおびやかす問題についての情報提供 

  HIV/エイズ，性感染症，喫煙，環境汚染 

など女性の健康をおびやかす問題から，生 

命・健康を守るための正しい知識・予防対策 

について情報提供に努めます。 

  ・学校における性感染症等に関する教育の充実 

  ・広報紙等による情報提供 

   産後うつや更年期など，身近な健康に関 

   する情報の発信 

  ・環境問題に関する情報提供 

  ・HIV／エイズ・性感染症に関する感染予 

   防・まん延防止のための検査・相談事業 

   及び啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 学校保健課 

地域健康づくり課・ 

男女共同参画室  

  

 環境保全課 

 保健予防課 

 

 

 

あなたができること 

・あなたの健康は，あなた自身で 

 守りましょう 
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8.1

6.4

10.5

33.4

29.7

38.1 12.4 19.3

19.6

22.5

16.1

賛成
どちらかといえば

賛成

14.2

13.4

分からない 無回答

3.8

3.6

3.6

23.7

21.8

どちらかといえば
反対

反対

全体

女性

男性

単位：％

31.2

54.6

7.2

53.6

17.9

30.1

54.4

50.9

33.7

14.2

53.9

17.4

37.5

28.3

11.9

11.8

4.9

3.8

2.1

0.7

3.2

3.0

2.2

2.4

18.6

28.7

6.8

9.4

10.8

9.6

9.8

9.4

8.5

男性が
優遇されている

平等である
女性が

優遇されている

26.4

22.0

31.9

26.0

18.0

23.3

どちらとも
いえない

9.6

無回答n=1475

Ａ．家庭生活で

Ｂ．就労の場で

Ｃ．学校教育の場で

Ｄ．政治の場で 

Ｅ．地域活動の場で

Ｆ．法律や制度の上で

Ｇ．社会通念や慣習で

Ｈ．社会全体で

単位：％

基本課題Ⅱ 教育・学習（男女平等意識をつくる） 
 

目標３ 男女平等の視点に立った意識改革と社会制度・慣行の見直し 

 

【現状と課題】私たちの職場や家庭，地域社会においては，「男は仕事，女は家

庭」という性別役割分担意識，制度・慣行の中に存在する女性への差別や偏見など

が依然として残っています。 

 これらの意識や慣習が，女性の多様な生き方や社会参画，経済的自立を阻み，ま

た男性の生活者としての自立を妨げる要因になっています。さらに，このことは子

どもに影響を不え，社会的性別（ジェンダー）の意識を再生産することになります。 

 性別にかかわらず個人として尊重され，主体的に生き方を選択でき，その能力と

個性を十分に発揮できる社会の実現のためには，社会的合意を徔ながら社会的性別

（ジェンダー）にとらわれない環境づくり，制度・慣行が機能するような配慮と見

直しが求められ，子どもの頃から男女共同参画に対する理解を促進していくことが

大切です。平成２２年に策定された国の「第３次男女共同参画基本計画」では，基

本方針の中で，目指すべき社会の第1に「固定的性別役割分担意識をなくした男女

平等の社会」を挙げています。 

 
問 「男は外で働き，女は家庭を守るべきである」という考え方をあなたはどう思いますか 
 
           

 

 

 

 

 

 

 

 

問  各分野において男女が平等になっていると思いますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度  

 
 社会的性別（ジェンダー）  

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。生まれついての生物学的性別（セックス）

に対して，社会通念や慣習の中で社会的に作り上げられた「男性像」，「女性像」があり，

このような男女の別をいう。それ自体に良い，悪いの価値を含むものではない。 
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   施  策     具 体 的 な 施 策    担当課  

（１）男女平等意識 

をつくるための啓 

発活動の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）男女平等の視 

点に立つ行政職員 

の育成 

 

 

 

 

 

 

 ①啓発事業の充実 

  男女共同参画社会，社会的性別（ジェンダ 

ー）にとらわれない環境づくりをテーマに講 

演会やシンポジウム等を開催し広く市民の参 

画を求めるとともに理解を深めるための啓発 

を行います。 

  ・講座，シンポジウム，イベントの実施 

    男女共同参画の視点の重視 

    男性や若年者に向けた啓発 

・広報紙等による啓発 

・男女共同参画週間における啓発の推進 

 

 ②男女平等に関する条約，法令等の周知 

  男女平等社会の実現に向け，法や制度等の 

 積極的な活用促進と理解を深めるための啓発 

に努めます。 

  ・広報紙等による法令等の周知 

    女子差別撤廃条約 憲法 

    男女共同参画社会基本法  

    男女雇用機会均等法 民法 

    育児・介護休業法 国籍法 

    ＤＶ防止法 年金制度 

  ・法制度に関する学習機会の充実 

 

 ③男女平等に関する研究と情報収集・提供 

  男女間格差や偏りを把握するため市民を対 

象に，男女平等に関する意識を調査・分析し 

その結果を各種事業に反映させていきます。 

  ・男女平等に関する意識調査の実施 

  ・男女別統計（ジェンダー統計等）の推進 

・情報収集・公表 

 

 ①職員研修の実施 

  あらゆる施策や事業を男女平等の視点に立 

 って推進していくための職員研修を充実しま 

 す。 

  ・女性問題に関する職員研修の充実 

  ・セクハラ防止に関する研修の充実 

  ・次世代育成支援対策推進法の規定による 

柏市特定事業主行動計画に基づく研修の 

充実 

 

 ②性別にとらわれない職員の採用・配置 

  性別にとらわれない男女職員の登用，女性 

 職員の職域拡大や能力が発揮できる機会の確 

 保等に努めます。 

  ・性別にとらわれない職員の採用 

  ・女性職員の積極的な職務配置 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

  

 

男女共同参画室  

男女共同参画室  

 

 

 

 

 

男女共同参画室・ 

関係部署 

 

 

 

  

 関係部署 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 

 人事課 

 人事課 

 人事課 

 

 

 

 

 

 

 

 人事課 

 人事課 
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（３）社会制度・慣 

 行の見直し 

 

 

 

 

 

 

 ①社会制度・慣行の見直し 

  社会制度・慣行について，男女平等の視点 

に立って調査研究し，社会的合意を徔ながら 

必要に応じて関係機関へ働きかけます。 

  ・社会制度・慣行の調査研究 

・男女共同参画週間全国会議への参加 

 

 

 

  

 

 

  

 

 男女共同参画室  

男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 

 

あなたができること 

・啓発事業に参加してみましょう 
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73.2

83.7

78.2

32.5 31.0 10.2 11.5

そう思う
どちらか
といえば
そう思う

17.2

12.7

21.4

どちらか
といえば

そう
思わない

0.3

0.5

0.1

0.2

0.3

0.9

そう
思わない

どちらとも
いえない

1.9

0.9

12.0

1.7

2.8

無回答

2.2

2.4

2.3

n=1475

Ａ. 男の子も女の子も
炊事・掃除・洗濯など
生活に必要な技術を

身につけさせる方がよい 

Ｂ. 男の子も女の子も
勇気や決断力、思いやりを
身につけさせる方がよい

Ｃ. 男の子も女の子も
経済的自立ができる子に

育てる方がよい

Ｄ. 男の子は男の子らしく、
女の子は女の子らしく

育てる方がよい

単位：％

目標４ あらゆる場での男女平等教育・生涯学習の推進 

 

【現状と課題】1979年に国連が女性差別撤廃条約を採択したことを受け，国は同条

約批准に向けて学校教育における家庭科の男女共修に取り組み，1993年に中学校で，

1994年に高校で家庭科の男女共修が実施されました。また，男女混合名簿が導入

されるなど，男女平等の教育環境が整備されつつあります。しかし，教材や行動，

慣行等に含まれる「隠れたカリキュラム」が，結果的には性差別につながったり，

社会的性別（ジェンダー）による偏った考え方を刷り込んだりすることがあります。 

 学校教育だけでなく，家庭・地域で協力して社会的性別（ジェンダー）にとらわ

れない教育ができるような教育・学習プログラムを充実させ，その運用は，男女共

同参画の視点で行います。 

 また，生涯にわたって多様な学習機会が確保され，男女各人が自立した関係を築

いていくことが望まれます。 

 男女平等の意識を育むためには，学校・家庭・社会等あらゆる場において男女平

等教育・生涯学習を実践することが重要です。 

 

 

 
  問  子どもの育て方についてあなたはどう思いますか  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度 

 

 

 

 隠れたカリキュラム 
   隠れたカリキュラムとは，学校教育において，国が定めた教育課程（正規のカリキュラ

ム）以外の子どもに対する一切の影響のことです。子どもに影響を不えるのは，教師の人と

なりや言動，学校行事や進路指導，学校慣習など学校生活に関わるすべての事柄です。 
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   施  策     具 体 的 な 施 策    担当課  

（１）家庭教育にお 

 ける男女平等意識 

 の啓発 

 

 

 

 

（２）保育園・市立 

 幼稚園における男 

 女平等教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学校における 

 男女平等教育の推 

 進 

①男女平等意識の啓発 

  男女平等の視点に立って家庭での教育が行 

 われるよう啓発に努めます。 

  ・家庭教育学級等の充実 

 

  ・広報紙等による啓発 

 

 ①男女平等教育・保育の推進 

  生物学的性別に配慮しつつ，社会的性別（ 

ジェンダー）にとらわれず，個性や能力が伸 

ばせる環境づくりに努め，保育士等への啓発 

・研修を実施します。 

  ・一人ひとりの個性を尊重した教育・保育 

  ・保育士，幼稚園教諭を対象にした研修会 

   の開催 

 

 ②隠れたカリキュラムの見直し 

  保育士や保護者の何げない言葉かけや行 

動,慣行により，必要以上に社会的性別（ジ 

ェンダー）意識を助長しないよう「隠れたカ 

リキュラム」の点検，見直しに努めます。 

  ・隠れたカリキュラムの点検，見直し 

 

 ①男女平等教育の推進 

  人権尊重や男女平等の意識を育て，性別に 

 とらわれず個性を尊重した教育・指導に努め 

 ます。 

  ・性別にとらわれない教育 

 

  ・生徒間の暴力の防止等を含めた副読 

本等の作成・活用方法の検討 

  ・教職員対象の男女平等教育研修の実施 

 

  ・多様な生き方を選択できる進路指導 

 

 ②隠れたカリキュラムの見直し 

  学習教材や児童・生徒の教育のなかで，必 

要以上に社会的性別（ジェンダー）意識を是 

認したり，男女を分けたりしている慣行等に 

ついての点検，見直しを図っていきます。 

  ・隠れたカリキュラムの点検，見直し 

 

 

 

関係部署 

 

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 

 

 保育課･教育研究所 

 保育課･教育研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 保育課･教育研究所 

 

 

 

 

 

指導課・ 

教育研究所 

教育研究所・ 

男女共同参画室  

指導課・ 

教育研究所 

指導課・ 

教育研究所 

 

 

 

 

 

 教育研究所 
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 （４）社会における 

男女平等に関する 

生涯学習の推進 

 

 ①男女平等に関する学習機会の充実 

  男女平等の視点に立った学習ができるよう 

 学習機会の充実を図ります。 

  ・男女平等に関する学習資料・情報の提供 

 

  ・男女共同参画社会推進のための啓発・学 

習機会の提供・講座の企画 

 

 ②学習環境の整備 

  様々なニーズに応じて学習機会が確保され 

 るよう，開催日時等に配慮し容易に学習でき 

 る条件整備や学習プログラムの充実に努めま 

 す。 

  ・さまざまな人が参加しやすい開催日時等 

への配慮 

  ・開催時の保育，介護サービスの充実 

  ・学習プログラムと情報提供の充実 

 

 

 

 

図書館・ 

男女共同参画室  

公民館 

 

 

 

 

 

 

 

関係部署    

  

関係部署 

生涯学習課・ 

公民館・関係部署 

  

 

 

 

あなたができること 

・学校でも家庭でも地域でも個性 

や能力が伸ばせる環境づくりに 

努めましょう 

・学習機会を積極的に利用しまし 

 ょう 
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1.8

1.1

0.9

4.8

1.2

1.4

0.2

0.7

12.6

54.4

37.0

35.6

57.3

52.3

70.0

63.5

74.4

62.9

38.6

56.5

58.0

32.0

40.7

22.0

16.5

7.6

18.4

3.5

3.8

3.8

3.9

4.5

15.5

12.5

4.5

主として夫 両方同じくらい 主として妻

4.8

4.3

1.8

1.7

1.6

1.7

その他の人

2.0

2.1

1.6

4.1

無回答n=1475

Ａ．掃除

Ｂ．洗濯

Ｃ．食事の支度

Ｄ．食事のあとかたづけ

Ｅ．日常の買い物

Ｆ．近所づき合い

Ｇ．育児

Ｈ．親の世話・介護

Ｉ．役所・銀行等の手続き

単位：％

3.8

3.6

2.9

5.6

4.1

3.3

19.5

12.6

6.7

6.2

12.7

17.1

22.8

22.0

65.2

71.2

71.9

62.7

60.0

51.9

39.5

6.3

7.2

10.1

10.0

9.2

9.7

8.5

10.4

2.7

2.8

2.8

2.9

3.3

6.4

4.3

主として夫
両方

同じくらい
主として妻 その他の人

5.6

5.7

7.0

5.7

4.3

単身等のため
自分が行う

9.8

無回答n=1475

Ａ．掃除

Ｂ．洗濯

Ｃ．食事の支度

Ｄ．食事のあとかたづけ

Ｅ．日常の買い物

Ｆ．近所づき合い

Ｉ．役所・銀行等の手続き

単位：％

0.3

1.6 7.3

28.7

20.6

46.6

53.3

14.3

12.0

主として夫
両方

同じくらい

7.1

主として妻 その他の人

1.6

2.6

単身等のため
自分が行う

1.4

2.6

該当しない 無回答n=1475

Ｇ．育児

Ｈ．親や病人の世話・介護

目標５ 男女が共に参画する家庭・地域づくり 

 

【現状と課題】わが国の社会は，これまで経済優先の考え方が強く，男性は長時間

労働による職場中心の生活や経済的責任を，女性は家事・育児・介護等の家庭責任

をという，性別役割分担を固定化してきました。平成２１年度に行った市民意識調

査の結果でも，日常の家事分担は，主に妻の役割となっています。 

 しかし，家族規模の縮小，高齢化の急速な進展，共働き世帯の増加等の変化のな

かで，家事・育児・介護のあり方が大きな負担になってきています。男性には，家

事・育児・介護へ積極的にかかわるとともに，地域社会への参画，退職後を見越し

た生活的自立が求められています。 

 家庭，地域がともに生きがいの場となり，地域をより豊かなものにするためには，

家庭責任を男女がともに担い，社会全体で子育て，介護を支援する環境整備，町

会・自治会活動，ボランティア活動などへ男女が参画しやすい環境づくりが必要で

す。また，主として男性の担っている収入の伴う労働（有償労働）と，主として女

性が担っている収入の伴わない労働（無償労働）を性別で分けることなく，男女で

ともに分かち合える社会の実現をめざします。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 家事の「理想」の役割分担は？ 

 

 

問 家事の「実際」の役割分担は？  

 

 

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度  

基本課題Ⅲ 家庭・地域（男女の生活者としての自立をすすめる）  
 

※「G.育児」「H.親や病人の世話・介護」は，「該当しない」場合があるため別に表示しています。  
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   施  策 

   施  策      具 体 的 な 施 策    担当課 

（１）家庭生活・地 

 域活動への男女共 

 同参画の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①地域活動・市民活動への参画推進 

  豊かな地域コミュニティを築くために，地 

 域活動へ男女が積極的に参画していく必要が 

 あります。 

  ・地域活動・市民活動の情報収集と提供， 

   地域コミュニティ活動の推進 

 

 ②家庭生活・地域活動・ＮＰＯ活動へ参画し 

 やすい条件整備 

  家事・育児・介護などに男女がともにかか 

 わりあい，また地域活動やＮＰＯ活動にも男 

 女がともに参画できるように労働時間の短縮 

 や子育て中の男女が参加しやすい環境づくり 

 に努めます。 

  ・関係機関と連携した情報提供，意識啓発 

の推進 

・ワークライフバランスの周知，啓発 

 

・ホームページや市民活動センター運営等 

による市民活動の情報発信・支援 

  

 ③男性が家庭責任を担うための支援 

  男性の家事・育児・介護への積極的参画を 

 促し，生活的自立を図るための講座を開催し 

 ます。 

・育児に関する講座 

 

・介護に関する講座 

 

・庁内への働きかけ 

仕事と子育て応援プランの推進 

男性職員への出産・育児にかかる各種休 

暇休業制度利用の働きかけ 

 

 

 

 

 

協働推進課・ 

地域支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工振興課 

  

商工振興課・ 

男女共同参画室 

協働推進課 

 

 

 

 

 

 

地域健康づくり課・ 

保育課 

高齢者支援課・ 

福祉活動推進課 

人事課 

 

あなたができること 

・男女で家事，育児，介護，地域 

 活動を担い合いましょう  



 21 

目標６ 男女が安心して子育てできる環境づくり 

 

【現状と課題】本市の合計特殊出生率は１．２８（平成２１年）と国や県を下回っ

た状態が続いています。子どもを持つうえで，経済的負担が大きいこと，仕事と家

庭の両立が困難であることなどが原因で，実際の子ども数が理想の子ども数に届い

ていない現状です。 

 女性の就業率の高まりとともに，様々な雇用形態やニーズに対応した保育事業の整

備や充実，男女ともに取徔しやすい育児休業制度の充実・環境整備が必要です。職業

があってもなくても，子育ては女性の役割という考え方にとらわれず，男性が主体的

に育児にかかわれるよう，子育てに関する意識の啓発や休業制度などの周知を行うこ

とも重要です｡ 

 本市では，地域全体で子育てを支えるため，地域づくり，人間関係づくりを基本にした 

「次世代育成支援後期行動計画」を平成２２年３月に策定しています。これに基づき，

男女が互いに協力し合い責任を担うものとしての理解を深めるとともに，地域のなか

で，子育てができる体制づくりを進めていく必要があります。 

 

合計特殊出生率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

            

 

       未婚者が希望する子どもの人数（１８～３４歳） 

 

 

 
男性 女性 

0人 ４．０％  ５．３％  

1人 ８．１％  ７．３％  

2人 ６４．６％  ６１．３％  

3人以上 ２０．４％  ２３．９％  

丌詳 ２．９％  ２．２％  

 

平均希望人数 

 

２．０７人 ２．１０人 

               国立社会保障・人口問題研究所 第１３回出生動向基本調査（平成１７年度）より

千葉県健康福祉部健康福祉指導課調べ 

1

1.05

1.1

1.15

1.2

1.25

1.3

1.35

1.4

１１年 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年

全国

千葉県

柏市

沼南
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                「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度 

 

 合計特殊出生率 

   15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計した値のことです。1人の女性が仮にそ

の年次の年齢別出生率で出産した場合，生涯に産む平均の子どもの数に相当します。 

 

 

 

   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

（１）子育てしやす 

 いまちづくり 

  

 ①保育サービスの充実 

  女性の社会進出を積極的に受け入れ，また 

 仕事を持つ男女が安心して子育てができるよ 

 う保育サービスの充実に努めます。 

  ・保育サービスの充実 

    産休明け保育 延長保育  

    病後児保育 保育園の整備 

    認可外保育施設への支援  

    ファミリーサポートセンター等  

    私立幼稚園での預かり保育 

       こどもルーム 

 

 ②子育て支援事業の充実 

  子育て中の保護者が子育てを楽しむことが 

 でき，いつでも相談できる場や仲間づくり， 

 社会参加できるための地域ぐるみでの支援事 

 業の充実に努めます。 

  ・子育て支援事業の充実 

    子育てサロン 子育てサークル 

    一時預かり保育等 

  ・子育て講座 

    地域ぐるみ子育て支援（母と子の集 

    い） 

 

 

 

 

 

 保育課 

 

  

 児童育成課 

 

 こどもルーム担当室 

 

 

 

 

 

 

 保育課 

 

 

 地域健康づくり課 

問 出生率低下の原因は？ 

 

34.2 

42.8 

44.5 

58.6 

25.1 

20.3 

19.9 

11.3 

7.1 

4.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 

その他 

住宅事情が悪い 

楽をしたい、子育てが面倒という人が増えた 

子どもは少なく産んで、十分手をかけて育てたいとい 
う人が増えた 

出産・子育てに対する男性（夫）の理解・協力が足り 
ず、女性（妻）の精神的・肉体的な負担が大きい 

子どもより仕事や余暇等を充実したいと考える人が 
増えた 

女性の高学歴化や社会進出により結婚年齢が上昇 
した 

子育てに経費がかかりすぎる 

結婚しない人が増えた 

子育てと仕事を両立させる社会的な仕組み(雇用条 
件・保育等)が整っていない 

(％) 
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    施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③相談体制の充実と情報提供 

  子育て中の保護者の悩みごと相談や子育て 

 支援情報の提供に努めます。 

  ・幼児教育相談，子育てにこにこ電話相談 

育児相談，家庭児童相談の充実 

 

・児童虐待対策関係機関との連携 

  ・ひとり親家庭の相談体制の充実 

  ・広報紙等による情報提供 

  ・柏市民健康づくり推進員による声かけ 

   訪問 

  ・子育てホームページの設置 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 教育研究所・保育課 

・児童育成課・ 

地域健康づくり課 

児童育成課 

 児童育成課 

 児童育成課 

 地域健康づくり課 

 

 児童育成課 

 

 

 

あなたができること 

・積極的に仲間づくり，子育て講 

 座に参加しましょう 

・地域で子育てを支えましょう  
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目標７ 高齢者・障害者への社会的支援 

 

【現状と課題】高齢社会が急速に進み，高齢者を取り巻く問題は家庭や地域で深刻

になっています。高齢者に占める女性の割合は男性より多く，高齢女性は年金等経

済的基盤が弱いことが多々みられます。また，介護は女性（母・妻・嫁・娘など）

の仕事という性別役割分担意識により，高齢女性にもその役割が課せられています。

一方，男性は職場中心の生活になりがちなことから，高齢期を迎えて，地域社会と

のかかわりが持てず，家庭生活での自立が困難になるといった状況にあります。 

 近年，女性の就労増加，高齢者と子の同居率が低くなるなど，家族のみによる介

護は難しくなっています。平成１２年度，介護保険制度がスタートし，平成１７年

度には介護保険法の改正，平成１８年度から医療制度改革が行われ，高齢者が住み

なれた地域で自立した生活ができるよう，介護予防の推進や地域密着型サービスの

整備が推進されています。 

 また，1８年度に障害者自立支援法が施行され，身体・知的・精神の三障害に対

して，制度の一元化と障害の特性を踏まえた支援を目指すこととなりました。 

 本市では，平成２１年に「第４期柏市高齢者いきいきプラン２１」を，平成２２

年には「ノーマライゼーションかしわプラン（第2期柏市障害者基本計画・後期プ

ラン）」を策定し，事業を展開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                   「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度 

問 親や病人の世話・介護について，主に誰がしていますか。  

4.7

0.7

20.9

74.4

59.4

7.6

7.4

4.8

7.6

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現実

理想
主として夫

両方同じぐらい

主として妻

その他の人

単身等のため自分が行う

無回答
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   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

（１）高齢者・障害 

 者への社会的支援 

 

  

 ①介護予防の推進や介護サービスの充実 

  高齢者が住み慣れた家や地域で自分らしく 

安心した生活を続けられるよう，介護予防の

推進や地域密着型サービス の整備を図りま

す。 

  ・地域包拢支援センターの充実 

 

  ・地域密着型サービスの充実 

   小規模多機能型居宅介護 認知症対応型 

   共同生活介護 認知症対応型通所介護  

   夜間対応型訪問介護 

  ・柏総合相談機能の強化 

 

  ・介護予防拠点の整備 

 

 ②障害者支援サービスの充実 

  障害者が住み慣れた家や地域で自分らしく 

生活できるよう，在宅サービスや施設サービ 

スの整備を図ります。 

  ・障害者（児）居宅支援サービスの充実 

  ・障害者（児）一時介護委託料の助成 

 

 ③バリアフリーのまちづくり 

  高齢者や障害者が安全で快適な日常生活を 

送れるよう，公共施設や住環境の整備を働き 

かけていきます。 

  ・住宅改修等の援助 

 

  ・公共施設等のバリアフリー化の推進 

 

  ・バリアフリーのまちづくりの啓発 

 

 ④高齢者等の消費者被害の支援 

  市民が家庭・地域生活で安心して暮らせるよ 

うに，消費者被害への対応を行います。 

  ・消費生活相談の実施 

 

  ・消費者被害の未然防止啓発 

 

 

 

 

 

 高齢者支援課・ 

福祉活動推進課 

 高齢者支援課 

 

 

 

 高齢者支援課・ 

福祉活動推進課 

 高齢者支援課・ 

福祉活動推進課 

 

 

 

 

 障害福祉課 

 障害福祉課 

 

 

 

 

 

高齢者支援課・ 

障害福祉課 

 道路整備課・ 

関係部署 

障害福祉課・ 

道路交通課 

 

 

 

消費生活センター 

・関係部署 

消費生活センター 

・関係部署 

 

  

あなたができること       

 ・健康に気をつけできる限り，

  自分でできることは自分で 

  しましょう  
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基本課題Ⅳ 就労（働く場における男女平等と女性の経済的自立を確保す

る） 

 
目標８ 職場における男女平等の推進 

 

【現状と課題】就労の場では，男女雇用機会均等法，労働基準法，育児・介護休業

法，パートタイム労働法等の法律が整備され，法制度上は男女に対し，均等な待遇

が確保されてきています。 

 しかし，女性は，その能力や意欲を適正に評価されることが尐なく，補助的な仕

事や単純労働を担う傾向が続いており，また昇進・昇格の機会や賃金についても男

性との間に大きな格差がみられます。こうした働く場での男女平等を図るためには

ポジティブ・アクションの導入が必要です。 

 また，妊娠・出産期における働く女性の母性保護のための環境整備・充実や職場

におけるセクハラ等の防止のため，事業主が配慮するよう働きかけることも必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

                  「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  総務省統計局「労働力調査」より作成 

 

ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 
男女が社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動

に参画する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲において，男女のいずれか

一方に対し，該当機会を積極的に提供することです（男女共同参画社会基本法第２条第２

号参照）。  

問 各分野において男女が平等になっていると思いますか？  

〈女性〉

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和60年

平成元年

平成4年

平成10年

平成16年

平成21年

その他（派遣社員・契約社
員他）

パート・アルバイト

正規の職員・従業員

〈男性〉

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和60年

平成元年

平成4年

平成10年

平成16年

平成21年

正規の職員・従業員

パート・アルバイト

その他（派遣社員・契約社
員他）

雇用形態別にみた雇用者の構成割合の推移（役員を除く，非農林業）  

〈女性〉 〈男性〉 

30.1

54.6

28.3

14.2

28.7

18.0

9.8

9.4

3.0

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法律や制度の上で 

就労の場で 

男性が優遇されている

平等である

女性が優遇されている

どちらともいえない

無回答
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                  内閣府「平成２２年版男女共同参画白書」 

（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成） 

 
 
 
   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

（１）雇用の場にお 

 ける男女平等の推 

 進 

 ①労働法令の理解促進 

  男女が対等なパートナーとして働くことが 

 できるよう，事業主・男女労働者に労働法令 

 の周知を図ります。 

  ・労働基準監督署等が開催する講座等の情 

   報提供，関係機関と連携した意識啓発の 

推進 

    男女雇用機会均等法 労働基準法 

    育児・介護休業法 パートタイム労 

    働法 

 

 ②管理職等への女性登用についての啓発 

  女性労働者の職域の拡大，研修などによる 

 能力開発，管理職への登用を図るよう事業主 

 に対して働きかけます。 

  ・ポジティブ・アクション普及に向けた情 

  報提供 

 

 ③セクハラ防止についての啓発 

  セクハラを防止するために事業主に対し啓 

 発に努めます。 

  ・セクハラ防止の啓発 

  ・関係機関と連携した労働相談等の情報提 

供，意識啓発の推進 

 

 ④働く女性の母性保護についての啓発と情報 

 提供 

  働く女性の母性が保護されるとともに，健 

 康に働き，安心して出産できる環境整備と， 

 

 

 

 

 男女共同参画室・ 

商工振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室 

 商工振興課 

 

男性一般労働者を100とした場合の給与格差の推移

0

20

40

60

80

100

平成元年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２１年

女性一般労働者

男性短時間労働者

女性短時間労働者
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   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

 

 

 

 

 

 

 

（２）自営業・農業 

 における男女のパ 

 ートナーシップの 

 確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生涯を通じた健康支援のための情報提供に努 

 めます。 

  ・母性保護の普及 

    母性健康管理指導事項連絡カードの活 

    用 

  ・広報紙等による啓発 

 

 ①経営への参画支援 

  自営業，農業に従事する女性の地位の向上 

 を図るとともに，労働時間短縮等の生活環境 

 改善のための「家族経営協定」の締結を働き 

 かけていきます。 

  ・家族経営協定の情報提供 

  

 ②農業委員・農協役員への女性登用の働きかけ 

  農業委員・農協役員への女性の登用を働き 

 かけます。 

 

 

 

      

 

 

 地域健康づくり課 

 

 

 男女共同参画室 

 

 

 

 

 

 

 農政課・農業委員会 

 

 

 農業委員会・農政課 

  

あなたができること       

・労働関係法の理解に勤めましょ 

 う 

事業主ができること       

・女性を積極的に登用しましょう     



 29 

目標９ 女性の職業能力の開発と就労機会の拡大 

 

【現状と課題】女性が自立していくためには経済的な自立が丌可欠です。職業を通

じて自己能力を高め，社会とのつながりをもち，経済的自立を求める女性が増えて

います。 

 しかし，女性は結婚・妊娠・出産・育児・介護等のため，働く意欲はあっても途

中で退職せざるを徔ない場合や，再就職の際に，年齢制限等により希望する職業に

つけない場合や過去の職業経験が活かされない場合があります。 

 一方でまた，働き続けている場合でも，男女雇用機会均等法の十分な運用がされ

ていない場合があり，女性が能力を発揮しにくい状況や男性と同様な研修の機会等

が不えられないこともあります。 

 職業能力を向上させ，就労機会を拡大するために，キャリアを活かした仕事や働

き方を求める女性や新たに起業家をめざす女性を対象とした学習機会の確保や，情

報提供を行うなどの支援が必要です。 

 
働き方の理想と現実 

                                        （％） 

    現実の働き方 

   仕
事
を
持
た
な
い 

結
婚
す
る
ま
で 

子
ど
も
が
で
き
る
ま
で 

ず
っ
と
仕
事
を
続
け
る 

大
き
く
な
っ
た
ら
再
び
仕
事 

（
フ
ル
タ
イ
ム
）
を
持
つ 

大
き
く
な
っ
た
ら
再
び
仕
事 

（
パ
ー
ト
タ
イ
ム
）
を
持
つ 

家

族

の

介

護

を

す

る

と

き

は
、
仕
事
を
や
め
た 

そ
の
他 

無
回
答 

  
全  体 8.3 9.4 8.2 16.1 11.7 34.5 3.3 3.4 5.2 

  

働 

き 

方 

の 

理 

想 

  

仕事を持たない方がよい 28.6 14.3 7.1 14.3 14.3 0.0 7.1 0.0 14.3 

結婚するまで 14.0 36.8 12.3 7.0 3.5 15.8 3.5 1.8 5.3 

子どもができるまで 10.3 16.2 32.4 4.4 7.4 13.2 4.4 1.5 10.3 

ずっと仕事を続ける方がよい 7.1 5.4 6.3 44.6 9.4 20.5 0.4 3.1 3.1 

大きくなったら再び仕事 

（フルタイム）を持つ方がよい 
8.6 9.7 7.1 9.7 28.8 27.7 2.6 1.9 3.7 

大きくなったら再び仕事 

（パートタイム）を持つ方がよ

い 

7.3 7.3 6.3 7.3 3.8 58.7 2.5 2.0 4.6 

家族の介護をするときは、 

仕事をやめた方がよい 
6.5 3.2 6.5 6.5 9.7 12.9 38.7 3.2 12.9 

その他 8.4 4.8 4.8 21.7 10.8 22.9 1.2 20.5 4.8 

※下線・網掛けのある部分が，理想どおりに働けている人の割合を示しています。 

 

 「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度 
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76.1

65.1 64.9

71.1 71.6

61.6

26.0

8.5

8.0

21.0

39.1

56.8

64.6

77.8

69.4

54.3
56.8

69.0

72.7

43.6

75.5
69.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

２０～
２４歳

２５～
２９歳

３０～
３４歳

３５～
３９歳

４０～
４４歳

４５～
４９歳

５０～
５４歳

５５～
５９歳

６０～
６４歳

６５～
６９歳

７０歳
以上

柏市

全国

（％）

（年齢）

  

年齢別にみる女性の年齢階級別就労率（働いていると回答している人の比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

            

 
 
 
   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

（１）職業能力の向 

 上と経済的自立に 

 向けた支援 

 

 

 

 ①女性経営者，就職希望者への支援 

  女性の職業能力を向上させ，より適した職 

 業をみつけるため，相談・支援等の充実を図

ります。 

  ・女性向け就労支援 

・コミュニティビジネスの支援 

・起業や就労に関する情報の提供 

・ハローワークと連携した就労支援活動の 

強化 

         

 

 

 

 

 

 商工振興課 

商工振興課 

商工振興課 

商工振興課 

 

あなたができること     

・講座の受講や情報の収集を心が 

 け職業能力を高めましょう 

※全国は，平成21年版「男女共同参画白書」より抜粋，平成20年年齢階級別労働力率 

 柏市は，平成21年度「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」で作成した就労率 
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目標10 男女が職業生活と家庭生活を両立できる環境づくり 

 

【現状と課題】働くことは，男女にかかわらず人間としての権利です。平成７年

（１９９５年）わが国は「ＩＬＯ第１５６号条約」を批准しました。この条約は，

家族的責任を有する労働者が，性別にかかわらず職業上の責任と育児や介護といっ

た家族的責任とを両立できるようにすることを目的としています。 

また，国は施策の基本的方向として「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）憲章」と「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定しました。 

 働く女性は，家事・育児・介護や地域活動等の負担が大きく，仕事に専念できな

い傾向にあります。また，男性は長時間労働等によって，家事・育児・介護等に関

わることが難しい傾向にあります。 

 男女がともにより豊かな職業生活，家庭生活，地域生活を実現するためには，性

別役割分担の見直しや育児・介護を社会全体で支えていくシステムの充実が求めら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

問 男女がともに仕事と家庭を両立させるために必要な環境整備は？  

問 有給休暇・育児休業・介護休業はとりやすいですか。  

10.1

14.5

24.4

13.3

15.1

21.9

10.1

8.1

10.1

19.2

19.7

16.4

8.1

5.8

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護休業

育児休業

有給休暇

とりやすい どちらかといえばとりやすい
どちらかといえばとりにくい とりにくい
どちらともいえない

33.8

39.3

40.3

2

4.7

7.9

4.7

12.3
13.6

31.6
26.6

24.9
17.8

0 10 20 30 40 50

職業上必要な教育・訓練等の機会や内容の充実

仕事・職場環境に関する相談窓口の充実

賃金や昇進などの男女間格差をなくす

男性中心の職場運営の見直し

職場内に保育施設の整備

残業の削減など年間労働時間の短縮

非正規社員の労働条件の改善

在宅勤務・ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制など柔軟な勤務制度の導入

育児や介護による退職者を再雇用する制度の導入

育児・介護休業制度を利用しやすい職場環境整備

育児・介護休暇中の経済的支援の充実

保育所や学童等の施設整備・保育事業の充実

両立していくことに対する周囲の理解と協力

男女が仕事と家庭を両立するために必要なこと 

(％) 

 「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度  
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   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課 

（１）家庭生活・地 

 域活動への男女共 

 同参画の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保育サービス 

 の充実 

 

 

（３）介護が必要な 

 家庭への支援 

 

 

（４）女性が働き続 

 けられるための調 

 査・研究 
 
          

 ①家庭生活・地域活動・ＮＰＯ活動へ参画し 

 やすい条件整備（再掲目標５（１）②） 

 

 ②育児・介護休業制度の男女の利用促進 

  育児休業，介護休業制度の周知及び制度の 

 実効を図るため，働く男女，企業の利用を促 

 進します。 

  ・企業や働く人の支援や相談窓口など，関 

係機関と連携した情報提供の推進 

 ・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活 

の調和）の普及促進 

  ・企業表彰のあり方の検討 

 

 

 ①保育サービスの充実（再掲目標６（１）①） 

 

 ②子育て支援事業の充実（再掲目標６（１）②） 

 

 ①介護予防の推進や介護サービスの充実（再 

 掲目標７（１）①） 

 

 

 ①女性の労働の状況把握調査 

  女性の就業に関する調査や研究に努めま 

す。 

 ・就業状況把握のための調査・研究 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画室・ 

商工振興課 

男女共同参画室・ 

関係部署 

男女共同参画室・ 

関係部署 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 

あなたができること       

・仕事と家庭が両立しやすい環境 

 づくりに努めましょう 
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46.9

48.7

44.6

30.2

29.6

31.0 3.7 14.2

5.1

4.2

賛成する
どちらかといえば

賛成する

1.5

2.4

どちらとも
いえない

無回答

1.3

0.7

2.2

14.4

14.4

どちらかといえば
反対する

4.8

反対する

全体

女性

男性

単位：％

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２１年度  

基本課題Ⅴ 社会参画（政策・方針決定の場へ男女が平等に参画する） 
 

目標11 政策・方針決定過程への女性の積極的参画と登用促進 

 

【現状と課題】人口の半分を占める女性が，あらゆる分野に意見を反映させていく

ことは，社会を形成していくうえで大変重要です。しかし，現状では公的分野，私

的分野を問わず政策・方針決定過程への女性の参画は進んでいるとは言えません。 

 ２００９年の「人間開発報告書※」（国連開発計画（ＵＮＤＰ））によると，日

本は基本的な人間の能力がどこまで伸びたかを測るＨＤＩでは１８２か国中１０位

と高い能力を示していますが，政治・経済への女性の参画の程度を示すＧＥＭでは

１０９か国中５７位と低位です。また，２０１０年の国内の男女格差を測るＧＧＩ

は，１３４か国中９４位とさらに低位になっています。 

 平成２２年４月１日現在の市の女性議員の割合は，２７％（千葉県７．８％  

衆議院２２．３％，参議院１７．４％（国は２２年５月・県は２２年１１月現

在）），市の政策・方針決定にかかわる審議会等委員の女性委員の割合は２９．

３％，町会・自治会長職にある女性５％，市の管理職の女性の割合は，部長級５％，

次長級２％，課長級４％と，依然として低い状況です。 

 今後，政策決定の場を含め，あらゆる分野へ女性の参画を促進するとともに，こ

れまでの男女格差を解消するためのポジティブ・アクションの導入や，女性のエン

パワーメントに向けての支援が必要です。 

  

 問 女性のポジティブ・アクション（積極的改善措置）についてどう思いますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※２０１０年「人間開発報告書」では，新しい指標が導入されましたが，日本は関連データが

ないため算出されていない状況です。２０１０年のＨＤＩは１６９カ国中１１位です。 

 

ＨＤＩ 人間開発指数（Human Development Index） 

「長寿を全うできる健康的な生活」，「教育」および「人間らしい生活水準」という人間

開発の３つの側面を簡略化した指数です。具体的には，平均寿命，教育水準（成人識字率

と就学率），国民所徔を用いて算出しています。  

 

ＧＥＭ ジェンダー・エンパワーメント指数（Gender Empowerment Measure） 

女性が積極的に経済界や政治活動に参加し，意思決定に参加できるかどうかを測るもので

す。ＨＤＩが人間開発の達成度に焦点を当てているのに対して，ＧＥＭは，能力を活用す

る機会に焦点を当てています。具体的には，国会議員・管理職に占める女性割合，男女の

推定所徔を用いて算出しています。 

 

ＧＧＩ  ジェンダー・ギャップ指数（Gender Gap Index）  

世界経済フォーラムが各国内の男女間の格差を経済，教育，政治，保健の分野のデータ

から数値化，ランク付けしたものです。国の開発レベルの影響を受けるGEMと比べ，性別

による格差が明らかになる指数といわれています。 
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 エンパワーメント 
   「力をつけること」。自らの意識と能力を高め，政治的，経済的，社会的また文化的に力 

  を持ち，社会を変革していく存在となることをいいます。 

 

政策・方針決定過程への女性の参画 
国では，「社会のあらゆる分野において，2020年までに，指導的地位に女性が占める割

合が，尐なくとも３０％」という目標を男女共同参画基本計画（2次）に設定しています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

（１）政策・方針決 

 定の場への女性の 

 登用促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）女性のエンパ 

 ワーメントに向け 

 ての環境整備 

 ①審議会等への女性の登用促進 

  一方の性に偏ることなく，市民の声を市政 

に反映させるよう努めます。 

・審議会等で一方の性が３０％を下回らな 

い委員構成 

 

・公募制度の推進と公募枠の拡大 

 

・先進市の取り組みの研究 

 

 ②女性職員の管理職への積極的登用 

  市役所女性職員の管理職への登用の機会を 

拡充します。 

  ・女性職員の管理職への積極的な育成・登 

用 

 

 ③市民活動団体役員への登用促進 

  女性が役員会等の意思決定の場へ参画でき 

るよう，働きかけます。 

  ・町会・自治会・市民活動団体・PTA等へ 

の働きかけ 

   

 ①人材リストの整備と活用 

  男女共同参画社会の実現への尽力が可能な 

 個人および団体のリストを整備します。 

   また，審議会等の女性委員の登用率を高め 

 るため，リストの活用を図ります。 

  ・女性人材リストの整備・活用  

 

②女性のエンパワーメントに向けての学習プ 

 ログラムの充実 

  女性のエンパワーメントに必要な学習プロ 

 グラムの充実を図ります。 

  ・男女共同参画講座の開催 

 

 

 

 

 

 行政改革推進課 

・男女共同参画室 

・関係部署 

 行政改革推進課 

・関係部署 

 男女共同参画室 

 

 

 

 

 人事課 

 

 

 

 

 

 地域支援課・ 

 男女共同参画室 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室 

 ・関係部署 

 

 

 

 

  

 

あなたができること     

・女性も地域や職場，行政におけ 

 る方針決定の場へ積極的に参画 

 しましょう 



 35 

目標12 防災・災害復興への女性の参画 

 

【現状と課題】近年，国内外で自然災害が多発しています。日本でも阪神・淡路大

震災，新潟県中越地震などが起こり，その経験から，女性は災害時に特に被害を受

けやすいことが明らかになりました。女性への家事・育児・介護等の集中，女性用

品の丌足，授乳室確保の困難などが一例です。さらに被災者に比べて支援する側に

女性の担当者が尐ないことが問題の解決を遅らせています。 

 柏市地域防災計画の作成，防災に関し必要な災害対策を定め，総合的な防災行政の

推進を図る等が趣旨の柏市防災会議では，条例により構成員が決定されており，委員

４１名中女性は４名です（平成２２年１０月１日現在）。 

 国では，国連防災世界会議（平成１７年１月）において「防災協力の全ての側面

においてジェンダーの視点に立った支援を行う」という内容を含む「防災協力イニ

シアティブ」を発表しました。また，男女共同参画の視点をいれた防災体制の必要

について「防災基本計画」（平成２０年２月中央防災会議修正決定）に明記されま

した。 

 今後，防災・復興に関する政策・方針決定過程への女性への参画を促進し，被災・

復興状況において，男女共同参画の視点に立った支援制度の確立が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（消防白書平成12年版「人的被害の状況」から作成）  

 

  阪神・淡路大震災時，「女性のこころとからだ」電話相談（民間・無料）に寄せ 

  られた件数（１９９５年２－６月の計） 

項目 20代 30代 40代 50代 60代 合計 

 幼児虐待 66 37   1   104 

 不眠 94 55 144 4 8 305 

 恐怖感／不安 72 41 38 6 5 162 

 うつ／うつ再発 5 4 12     21 

 体調不順 20 19 60 3 2 104 

 人間関係のトラブル 56 68 137 10 4 275 

 家族関係のトラブル（震災 88 84 129 2 4 307 

   離婚／同居 等）             

 就労問題／セクハラ等 64 21 31     116 

 子どもの心配 57 114 27 6   204 

 レイプ／レイプ未遂 31 5 1     37 

  

   

阪神・淡路大震災の被害者

1495人

1735人

1229人

1964人

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

男性　2,724人

女性　3,699人

（人）

65歳未満 65歳以上

（死亡者6,432人の内訳（性別不明　9人））

内閣府男女共同参画会議の平成17年7月25日答申「男女共同 

参画基本計画改定にあたっての基本的な考え方」より抜粋  
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   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

（１）防災に関す  

 る政策・方針決定 

 過程への女性の参

 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）男女共同参画

 の視点に立った地

 域防災計画等の見

 直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域におけ  

 る防災意識の向上

 および女性リーダ

 ーの育成 

 

 

 

①防災会議等への女性の登用促進 

  男性にかたよりがちな防災の分野に，女性の 

声を反映するよう努めます。 

  ・防災会議等への女性の登用促進，および 

積極的に女性の声を反映できる仕組みの 

検討 

 

 ②女性消防職員の積極的採用・登用 

  防災の現場に女性職員が配置されるよう， 

 女性消防職員について，積極的な採用・登用 

 に努めます。その人材育成や管理職への登用 

 の機会を拡充します。 

  ・女性消防職員の採用，人材育成と管理職 

   への積極的登用 

 

 ①男女共同参画の視点に立った地域防災計画

 等の見直し 

  地域防災計画・各種対応マニュアル・支援 

 策に，被災時の男女のニーズの違い等，男女 

 双方に充分配慮しているかの視点を踏まえる 

 よう努めます。 

  ・地域防災計画等の点検および見直し 

 

  

②災害時における女性の人権の尊重 

  災害時における女性をめぐる問題を人権問 

 題の観点から洗い出し，地域防災計画等の運 

 用に活かす。 

  ・災害時の女性問題及び解決策の検討 
Ｋ-Ｎetを含めた災害時の男女共同参画の 

視点に立った配慮 

 

①地域における防災意識の向上および女性リ 

 ーダーの育成 

  緊急時の対処法，復興時の体制等に関する 

 知識の普及・学習機会の拡充を図ります。そ 

 の際，女性の参画を促進し，災害時・復興活 

 動における女性リーダーの育成に努めます。 

  ・防災講座の開催 

  ・女性リーダーの育成 

 

  

 

 

 

 防災安全課 

 

  

 

 

 

 

 

 

 消防局 

 

 

 

  

 

 

  

 

 防災安全課・ 

関係部署・ 

男女共同参画室 

 

 

 

 

 防災安全課・ 

保健福祉総務課・ 

男女共同参画室  

 

 

 

 防災安全課・ 

関係部署・ 

男女共同参画室 

    
 

あなたができること     

・女性の視点で防災について考え

 ましょう 

・防災講座に積極的に参加しまし 

 ょう 



 37 

基本課題Ⅵ 推進体制（｢柏市男女共同参画推進計画｣を積極的にすすめ 

      る） 
目標13 「男女共同参画推進計画」推進のための方策 

 

【現状と課題】本計画の推進は，行政の各分野に直接的・間接的に関わる課題です。 

毎年度の計画進行状況調査の結果，各分野の事業実施の際に，担当者が男女共同参

画の視点を意識することが尐しずつ増えてきています。 

 しかし，計画の達成までにはまだ十分とは言えません。さらに計画を進めるため

には，毎年度達成度の進行状況を調査および評価し，各部署にフィードバックして

いくことが引き続き必要です。 

 また，後期計画期間は，各施策の推進と，男女共同参画条例や男女共同参画宣言

都市について，情報収集，検討を進めながら，平成２８年度からの次期計画の策定

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課  

（１）庁内推進体制 

 の整備・活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）男女共同参画 

 推進センターの設 

 置 

 

 

 

 

 

 

（３）計画の進行管 

 理 

 

 

 

 

（４）関係機関との

 連携 

①男女共同参画推進庁内連絡会議・幹事会・

研究会の整備・活用 

  本計画を推進するために，庁内の横断的な 

 組織として積極的に活用します。 

 

②男女共同参画推進審議会の充実 

  各分野および公募委員などからなる男女共 

同参画推進審議会を充実し，さまざまな視点 

を反映させ，本計画の推進を図ります。 

 

③男女共同参画担当部署の庁内組織強化 

  本計画が全庁的に推進できるよう，担当部 

署の充実・強化をします。 

 

 ①男女共同参画推進センターの設置 

  男女共同参画社会の形成に向けての拠点と 

 して，相談・情報・交流・学習等の機能を持 

 つ施設の設置を検討します。併せて，インタ 

 ーネット男女共同参画推進センター（愛称「 

 参画eye」）の充実を図ります。 

  ・男女共同参画推進センター設置の検討 

  ・「参画ｅｙｅ」の充実 

 

 ①計画の進行管理   

  毎年度計画の進行状況を把握し，評価・公 

 表します。 

  ・推進状況の把握および年次報告の公表 

  ・評価方法の検討・整備 

 

 ①国・県・近隣市町村・近隣の大学・市民・ 

市民団体・ＮＰＯ・企業等との連携 

  この計画を推進していく上で，関係機関と 

 情報交換をし，連携をします。 

 さらに法律や制度の見直しなど市だけでは解 

  

 

 男女共同参画室  

 

 

 

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 男女共同参画室  

・関係部署 

 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 男女共同参画室  

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 男女共同参画室  

 

 

 

 男女共同参画室・ 

 関係部署 
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   施  策     具 体 的 な 施 策   担当課 

 

 
 

 

 

 

（５）男女共同参画

 都市の宣言 

 

  

（６）男女共同参画

 条例に関する情報

 収集 

 

（７）次期計画の検

討 

 

 決できない問題について，国・県へ働きかけ 

  ます。  

 

 

①男女共同参画都市の宣言  

  男女共同参画都市の宣言に向け，さらに検 

討します。 

 

①男女共同参画条例に関する情報収集  

  男女共同参画条例に関する情報を収集し， 

 さらに検討します。 

 

①男女共同参画計画の検討 

  平成２８年度からの新たな男女共同参画推 

進計画の策定準備を進めます。 

・新たな計画策定のための情報収集・ 

研究・体制の検討 

・平成２８年度からの計画案の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女共同参画室  

 

 

 

 男女共同参画室  

  
 

 

 

 

 

 

男女共同参画室  

 

男女共同参画室  

 

あなたができること      

・男女平等の新しい風が吹く住み 

 やすい柏にしましょう 

・この計画の進み具合をチェック

 してみましょう  



 

         資     料  

 

 １  年表  

 ２  関係法令  

  (1) 日本国憲法（抄）  

  (2) 世界人権宣言  

  (3) 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約  

  (4) 家族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇の均等に関する条約  

  (5) 男女共同参画社会基本法 

  (6) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律  

 ３  柏市男女共同参画審議会  

  (1) 設置条例  

  (2) 審議の経過  

  (3) 委員名簿  
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 年表  
      世     界     日     本     千  葉  県     柏     市  

 １９７５年 

 （昭５０） 

 国際婦人年 

  ６月 「国際婦人年世界会 

     議」メキシコシティ 

     ーで開催 

     世界行動計画採択 

  ９月 総理府に「婦人問題 

     企画推進本部」設置 

     「婦人問題企画推進 

     会議」設置 

  

 １９７６年 

 （昭５１） 

 「国連婦人の１０年」始まる 

 （～１９８５年） 

   

 １９７７年 

 （昭５２） 

   １月 「国内行動計画」策 

     定 

 １０月 「国内行動計画前期 

     重点目標」発表 

 １０月 「千葉県婦人問題行 

     政連絡協議会」設置 

 

 １９７８年 

 （昭５３） 

    ４月 「青少年課」を「青 

     少年婦人課」に改組 

     し婦人班を設置 

 

 １９７９年 

 （昭５４） 

 １２月 第３４回国連総会 

    「女子差別撤廃条約」 

     採択 

   

 １９８０年 

 （昭５５） 

  ７月 「国連婦人の１０年 

     中間世界会議」コペ 

     ンハーゲンで開催 

  ７月 「女子差別撤廃条 

    約」署名 

 婦人広報誌「ちばの婦人」 

  創刊 

 

 １９８１年 

 （昭５６） 

  ９月 「女子差別撤廃条 

 約」発効 

   ５月 「国内行動計画後期 

     重点目標」発表 

 １１月 「千葉県婦人施策推 

     進総合計画」策定 

 

 １９８４年 

 （昭５９） 

   ５月 「国籍法及び戸籍法 

     の一部を改正する法 

     律」公布 

  

 １９８５年 

 （昭６０） 

  ７月 「国連婦人の１０年 

     最終年世界会議」ナ 

     イロビで開催 

     （「ナイロビ将来戦 

  １月 「国籍法及び戸籍法 

     の一部を改正する法 

     律」施行 

  ６月 「男女雇用機会均等 

  ８月 「千葉県婦人問題懇 

     話会」設置 

 

       略」採択）      法」公布 

     ６月 「女子差別撤廃条  

     約」批准 

  ７月 同条約発効 

   

 １９８６年 

 （昭６１） 

   ４月 「男女雇用機会均等 

     法」施行 

  ３月 「千葉県婦人計画」 

     策定 

  ４月 「福祉部厚生課」に 

     「婦人担当」設置 

  ７月 「柏市婦人問題推進 

     庁内連絡会議」設置 

 １９８７年 

 （昭６２） 

   ５月 「新国内行動計画」 

     策定 

   ７月 「婦人問題に関する 

     市民意識調査」実 

     施 

 １９８８年 

 （昭６３） 

    １１月 「柏市婦人問題推進 

     会議」設置 

 １９８９年 

 （平 元） 

   ３月 学習指導要領の改訂 

     （高等学校の家庭科 

     の男女必修等） 

  

 １９９０年 

 （平 ２） 

  ５月 国連婦人の地位委 

     員会「ナイロビ将 

     来戦略」勧告案採 

     択 

   ４月 「青少年婦人課」に 

     「婦人政策室」設置 

  ３月 「男女の共同参加を 

     めざす柏プラン－柏 

     市婦人行動計画－」 

     及び「男女の共同参 

     加をめざす柏プラン 

     実施計画」を策定 

 １９９１年 

 （平 ３） 

   ５月 「新国内行動計画」 

     第１次改定 

  ５月 「育児休業法」成立 

  ３月 「さわやかちば女性 

     プラン」策定 

  ９月 「婦人問題に関する 

     市民意識調査」実施 

 

 １９９２年 

 （平 ４） 

   ４月 「育児休業法」施行   ４月 「青少年婦人課婦人 

     政策室」を「青少年 

     女性課女性政策室」 

     と変更 
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（    年     世     界     日    本     千  葉  県     柏     市  

 １９９３年 

 （平 ５） 

 １２月 国連「女性に対する 

     暴力の撤廃に関する 

     宣言」採択 

   ３月 千葉県女性白書「ち 

     ば女性のすがた」発 

     刊 

 

１９９４年 

 （平 ６） 

  ９月 「国際人口開発会議 

    」カイロで開催 

  ６月 総理府に「男女共同 

     参画室」設置 

  ７月 「男女共同参画推進 

     本部」設置 

   ６月 情報紙「フリートー 

     ク」創刊 

 １９９５年 

 （平 ７） 

  ９月 「第４回世界女性会 

      議」北京で開催 

     （「北京宣言及び行 

      動綱領」採択） 

 １０月 改正「育児休業法」 

     （介護休業制度の法 

      制化）施行 

   ９月 「女性問題に関する 

     市民意識調査」実施 

  ３月 「男女の共同参画を 

     めざす柏プラン－柏 

     市女性行動計画（改 

     定版）－」及び「男 

     女の共同参加をめざ 

     す柏プラン 第２次 

     実施計画」を策定 

 １９９６年 

 （平 ８） 

  １２月 「 男 女 共 同 参 画                   

     ２０００年プラン」 

     策定 

  ３月 「ちば新時代女性プ 

     ラン」策定 

 

 １９９７年 

 （平 ９） 

   ４月 「男女共同参画審議 

     会設置法」施行 

  

 １９９８年 

 （平１０） 

      ４月 「市民部女性担当室」 

         から「市民生活部男 

         女共同参画室」に改 

     組 

   ３月 男女の共同参加をめ 

        ざす柏プラン 第3次 

      実施計画」を策定 

      １９９９年 

 （平１１） 

   ６月 「男女共同参画社会 

     基本法」施行 

  ７月 「食料・農業・農村 

     基本法」施行 

  

 ２０００年 

 （平１２） 

  ６月 「女性２０００年会 

     議」ニューヨークで 

     開催 

 １１月 「ストーカー行為等 

     の規制等に関する法 

     律」施行 

 １２月 「男女共同参画基本 

     計画」策定 

  ４月 「青少年女性課女性 

     政策室」から「男女 

     共同参画課」に改組 

 

 ２００１年 

 （平１３） 

   １月 「総理府男女共同参 

     画室」から「内閣府 

     男女共同参画局」に 

     改組 

 １０月 「配偶者からの暴 

    力の防止及び被害 

    者の保護に関する 

    法律」施行 

 

  ３月 「千葉県男女共同参 

     画計画」策定 

 １０月  「柏市男女共同参画 

          推進計画」策定 

２００２年 

（平１４） 

    ４月 「女性サポートセン 

     ター」設置 

  ４月  「女性のこころと生 

          き方相談」開設 

 １２月 「柏市インターネッ 

          ト男女共同参画推進 

          センター」開設 

 

     
 ２００３年 

（平１５） 

   ４月 「女性のチャレンジ 

     支援策」を発表 

  ７月 「次世代育成支援対 

     策推進法」施行 

 

   

 ２００４年 

（平１６） 

  １２月 改正「配偶者から 

     の暴力の防止及び 

       被害者の保護に関 

       する法律」施行 

 １２月 「人身取引対策行動  

     計画」策定 

  ９月 「県民意識調査」実 

     施 
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（    年     世     界     日    本     千  葉  県     柏     市  

２００５年 

（平１７） 

  ２月 「第４９回国連婦人 

    の地位委員会（通称 

   「北京＋１０」)ニュー 

    ヨークで開催 

  ４月 改正「次世代育成支 

        援対策推進法」施行 

  ４月 改正「育児・介護休 

        業法」施行  

  ７月 「防災基本計画」修 

        正  

 １２月 「男女共同参画基本 

        計画（第２次）」閣 

         議決定 

   「女性の再チャレン 

 ジ支援プラン」策定 

    ７月  「男女共同参画に関 

     する市民意識調査」 

     実施 

 

２００６年 

 （平１８） 

 

 

 

１２月 「女性の再チャレン 

 ジ支援プラン」改定 

  ３月 「千葉県ＤＶ防止・ 

     被害者支援基本計画 

          」策定 

  ８月 ちば県民共生センタ 

     ー・同東葛飾センタ 

     ー開設 

 １２月 「千葉県男女共同参 

     画基本計画（第２次 

          ）」策定 

   ３月  「柏市男女共同参画 

     推進計画(改定)」策定 

  

 １０月  情報紙「フリートー 

         ク」タブロイド版新 

         創刊 

 ２００７年 

 （平１９） 

       ４月 改正「男女雇用機会 

 均等法」施行 

 １２月 「仕事と生活の調和 

和      （ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）憲 

    章」及び「仕事と生 

    活の調和推進のため 

    の行動指針」策定 

  ２月 「千葉県男女共同参 

     画推進連携会議」発 

         足 

 

   １月  第１回「働く男女（ 

         ひと）と家庭に優し 

         い企業」表彰実施 

 ２００８年 

 （平２０） 

   １月 「配偶者からの暴 

        力の防止及び被害 

      者の保護に関する 

      法律」改正 

  ４月 「女性の参画加速プ 

        ログラム」男女共同 

        参画推進本部決定 

   女子差別撤廃条約実 

  施状況第６回報告提 

  出 

     ６月  第１回男女共同参画 

 週間企画展示 

 ２００９年 

 （平２１） 

   4月 改正「次世代育成支 

        援対策推進法」施行 

 

 ３月 「千葉県DV防止・ 

    被害者支援基本計画 

    （第２次）」策定 

１２月  「県民意識調査」実 

     施 

   ４月 「女性のこころと生 

         き方相談」相談日（ 

         第１,３月曜日）増設 

   ９月 「男女共同参画に関 

         する市民意識調査」 

         実施 

 ２０１０年 

 （平２２） 

３月 「第５４回国連婦人 

    の地位委員会（通称 

   「北京＋１０」)ニュー 

    ヨークで開催 

   6月 改正「育児・介護休 

       業法」施行 

      「仕事と生活の調和 

和      （ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）憲 

         章」及び「仕事と生 

           活の調和 

         推進のための行動指 

   針」改定 

 １２月 「男女共同参画基本 

       計画（第３次）」閣 

         議決定 

  

２０１１年 

 （平２３） 

    ３月 「千葉県男女共同画 

          基本計画（第３次） 

           」策定 

   ３月 「柏市男女共同参画 

     推進計画(改定)」策定 
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○日本国憲法（抄） 
 

    公布 昭和二十一年十一月三日     

    施行 昭和二十二年五月三日 

   

 日本国民は、正当に選挙された国会におけ

る代表者を通じて行動し、われらとわれら

の子孫 

のために、諸国民との協和による成果と、わ

が国全土にわたって自由のもたらす恵沢を

確保し、 

政府の行為によって再び戦争の惨禍が起るこ

とのないやうにすることを決意し、ここに

主権が国 

民に存することを宣言し、この憲法を確定す

る。そもそも国政は、国民の厳粛な信託に

よるもの 

であって、その権威は国民に由来し、その権

力は国民の代表者がこれを行使し、その福

利は国民 

が享受する。これは人類普遍の原理であり、

この憲法は、かかる原理に基くものである。

われら 

は、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅

を排除する。 

 日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相

互の関係を支配する崇高な理念を深く自覚

するので 

あって、平和を愛する諸国民の公正と信義に

信頼して、われらの安全と生存を保持しよ

うと決意 

した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、

圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと

努めて 

ゐる国際社会において名誉ある地位を占めた

いと思ふ。われらは、全世界の国民が、ひ

としく 

恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存す

る権利を有することを確認する。 

 われらは、いづれの国家も、自国のことの

みに専念して他国を無視してはならないも

のであ 

って、政治道徳の法則は、普遍的なものであ

り、この法則に従ふことは、自国の主権を

維持し、 

他国と対等関係に立たうとする各国の責務で

あると信ずる。 

 日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあ

げてこの崇高な理想と目的を達成すること

を誓ふ。 

 

    第二章 戦争の放棄 

 

第九条 日本国民は、正義と秩序を基調とす

る国際平和を誠実に希求し、国権の発動た

る戦争と、武力による威嚇又は武力の行使

は、国際紛争を解決する手段としては、永

久にこれを放棄する。 

② 前項の目的を達するため、陸海空軍その

他の戦力は、これを保持しない。国の交戦

権は、これを認めない。 

 

    第三章 国民の権利及び義務 

 

第十条 日本国民たる要件は、法律でこれを

定める。 

第十一条 国民は、すべての基本的人権の享

有を妨げられない。この憲法が国民に保障

する基本的人権は、侵すことのできない永

久の権利として、現在及び将来の国民に与

へられる。 

第十二条 この憲法が国民に保障する自由及

び権利は、国民の不断の努力によつて、こ

れを保持しなければならない。又、国民は、

これを濫用してはならないのであつて、常

に公共の福祉のためにこれを利用する責任

を負ふ。 

第十三条 すべて国民は、個人として尊重さ

れる。生命、自由及び幸福追求に対する国

民の権利については、公共の福祉に反しな

い限り、立法その他の国政の上で、最大の

尊重を必要とする。 

第十四条 すべて国民は、法の下に平等であ

つて、人種、信条、性別、社会的身分又は

門地により、政治的、経済的又は社会的関

係において、差別されない。 

② 華族その他の貴族の制度は、これを認め

ない。 

③ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いか

なる特権も伴はない。栄典の授与は、現に

これを有し、又は将来これを受ける者の一

代に限り、その効力を有する。 

第十六条 何人も、損害の救済、公務員の罷

免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は

改正その他の事項に関し、平穏に請願する

権利を有し、何人も、かかる請願をしたた

めにいかなる差別待遇も受けない。 

第十八条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受

けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除い

ては、その意に反する苦役に服させられな

い。 

第十九条 思想及び良心の自由は、これを侵
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してはならない。 

第二十一条 集会、結社及び言論、出版その

他一切の表現の自由は、これを保障する。 

② 検閲は、これをしてはならない。通信の

秘密は、これを侵してはならない。 

第二十三条 学問の自由は、これを保障する。 

第二十四条 婚姻は、両性の合意のみに基い

て成立し、夫婦が同等の権利を有すること

を基本として、相互の協力により、維持さ

れなければならない。 

② 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選

定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその

他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳

と両性の本質的平等に立脚して、制定され

なければならない。 

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な

最低限度の生活を営む権利を有する。 

② 国は、すべての生活部面について、社会

福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない。 

第二十六条 すべて国民は、法律の定めると

ころにより、その能力に応じて、ひとしく

教育を受ける権利を有する。 

② すべて国民は、法律の定めるところによ

り、その保護する子女に普通教育を受けさ

せる義務を負ふ。義務教育は、これを無償

とする。 

第二十七条 すべて国民は、勤労の権利を有

し、義務を負ふ。 

② 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件

に関する基準は、法律でこれを定める。 

③ 児童は、これを酷使してはならない。 

第二十九条 財産権は、これを侵してはなら

ない。 

② 財産権の内容は、公共の福祉に適合する

やうに、法律でこれを定める。 

③ 私有財産は、正当な補償の下に、これを

公共のために用ひることができる。 

第三十条 国民は、法律の定めるところによ

り、納税の義務を負ふ。 

第三十一条 何人も、法律の定める手続によ

らなければ、その生命若しくは自由を奪は

れ、又はその他の刑罰を科せられない。 

第三十二条 何人も、裁判所において裁判を

受ける権利を奪はれない。 

 

   第十章 最高法規 

 

第九十七条 この憲法が日本国民に保障する

基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲

得の努力の成果であつて、これらの権利は、

過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国

民に対し、侵すことのできない永久の権利

として信託されたものである。 

第九十八条 この憲法は、国の最高法規であ

つて、その条規に反する法律、命令、詔勅

及び国務に関するその他の行為の全部又は

一部は、その効力を有しない。 

② 日本国が締結した条約及び確立された国

際法規は、これを誠実に遵守することを必

要とする。 

第九十九条 天皇又は摂政及び国務大臣、国

会議員、裁判官その他の公務員は、この憲

法を尊重し擁護する義務を負ふ。 
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○世界人権宣言 
(一九四八年一二月一〇日) 

(国際連合総会採択) 

前 文 

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と

平等で譲ることのできない権利とを承認する

ことは、世界における自由、正義及び平和の

基礎であるので、 

人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏み

にじつた野蛮行為をもたらし、言論及び信仰

の自由が受けられ、恐怖及び欠乏のない世界

の到来が、一般の人々の最高の願望として宣

言されたので、 

人間が専制と圧迫とに対する最後の手段と

して反逆に訴えることがないようにするため

には、法の支配によつて人権を保護すること

が肝要であるので、 

諸国間の友好関係の発展を促進することが、

肝要であるので、 

国際連合の諸国民は、国際連合憲章におい

て、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに

男女の同権についての信念を再確認し、かつ、

一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水

準の向上とを促進することを決意したので、 

加盟国は、国際連合と協力して、人権及び

基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進を

達成することを誓約したので、 

これらの権利及び自由に対する共通の理解

は、この誓約を完全にするためにもつとも重

要であるので、 

よつて、ここに、国際連合総会は、 

社会の各個人及び各機関が、この世界人権

宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の

人民の間にも、また、加盟国の管轄下にある

地域の人民の間にも、これらの権利と自由と

の尊重を指導及び教育によつて促進すること

並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵

守とを国内的及び国際的な漸進的措置によつ

て確保することに努力するように、すべての

人民とすべての国とが達成すべき共通の基準

として、この世界人権宣言を公布する。 

第一条 

すべての人間は、生れながらにして自由で

あり、かつ、尊厳と権利とについて平等であ

る。人間は、理性と良心とを授けられており、

互いに同胞の精神をもつて行動しなければな

らない。 

第二条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、

宗教、政治上その他の意見、国民的若しく

は社会的出身、財産、門地その他の地位又

はこれに類するいかなる事由による差別を

も受けることなく、この宣言に掲げるすべ

ての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立

国であると、信託統治地域であると、非自

治地域であると、又は他のなんらかの主権

制限の下にあるとを問わず、その国又は地

域の政治上、管轄上又は国際上の地位に基

づくいかなる差別もしてはならない。 

第三条 

すべて人は、生命、自由及び身体の安全に

対する権利を有する。 

第四条 

何人も、奴隷にされ、又は苦役に服するこ

とはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかな

る形においても禁止する。 

第五条 

何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若し

くは屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けること

はない。 

第六条 

すべて人は、いかなる場所においても、法

の下において、人として認められる権利を有

する。 

第七条 

すべての人は、法の下において平等であり、

また、いかなる差別もなしに法の平等な保護

を受ける権利を有する。すべての人は、この

宣言に違反するいかなる差別に対しても、ま

た、そのような差別をそそのかすいかなる行

為に対しても、平等な保護を受ける権利を有

する。 

第八条 

すべて人は、憲法又は法律によつて与えら

れた基本的権利を侵害する行為に対し、権限

を有する国内裁判所による効果的な救済を受

ける権利を有する。 

第九条 

何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追

放されることはない。 

第十条 

すべて人は、自己の権利及び義務並びに自

己に対する刑事責任が決定されるに当つて、

独立の公平な裁判所による公正な公開の審理

を受けることについて完全に平等の権利を有

する。 

第十一条 

１ 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己

の弁護に必要なすべての保障を与えられた

公開の裁判において法律に従つて有罪の立

証があるまでは、無罪と推定される権利を
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有する。 

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法に

より犯罪を構成しなかつた作為又は不作為

のために有罪とされることはない。また、

犯罪が行われた時に適用される刑罰より重

い刑罰を課せられない。 

第十二条 

何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは

通信に対して、ほしいままに干渉され、又は

名誉及び信用に対して攻撃を受けることはな

い。人はすべて、このような干渉又は攻撃に

対して法の保護を受ける権利を有する。 

第十三条 

１ すべて人は、各国の境界内において自由

に移転及び居住する権利を有する。 

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも

立ち去り、及び自国に帰る権利を有する。 

第十四条 

１ すべて人は、迫害を免れるため、他国に

避難することを求め、かつ、避難する権利

を有する。 

２ この権利は、もつぱら非政治犯罪又は国

際連合の目的及び原則に反する行為を原因

とする訴追の場合には、援用することはで

きない。 

第十五条 

１ すべて人は、国籍をもつ権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、

又はその国籍を変更する権利を否認される

ことはない。 

第十六条 

１ 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によ

るいかなる制限をも受けることなく、婚姻

し、かつ家庭をつくる権利を有する。成年

の男女は、婚姻中及びその解消に際し、婚

姻に関し平等の権利を有する。 

２ 婚姻は、両当事者の自由かつ完全な合意

によつてのみ成立する。 

３ 家庭は、社会の自然かつ基礎的な集団単

位であつて、社会及び国の保護を受ける権

利を有する。 

第十七条 

１ すべて人は、単独で又は他の者と共同し

て財産を所有する権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪わ

れることはない。 

第十八条 

すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に

対する権利を有する。この権利は、宗教又は

信念を変更する自由並びに単独で又は他の者

と共同して、公的に又は私的に、布教、行事、

礼拝及び儀式によつて宗教又は信念を表明す

る自由を含む。 

第十九条 

すべて人は、意見及び表現の自由に対する

権利を有する。この権利は、干渉を受けるこ

となく自己の意見をもつ自由並びにあらゆる

手段により、また、国境を越えると否とにか

かわりなく、情報及び思想を求め、受け、及

び伝える自由を含む。 

第二十条 

１ すべての人は、平和的集会及び結社の自

由に対する権利を有する。 

２ 何人も、結社に属することを強制されな

い。 

第二十一条 

１ すべての人は、直接に又は自由に選出さ

れた代表者を通じて、自国の政治に参与す

る権利を有する。 

２ すべて人は、自国においてひとしく公務

につく権利を有する。 

３ 人民の意思は、統治の権力の基礎となら

なければならない。この意思は、定期のか

つ真正な選挙によつて表明されなければな

らない。この選挙は、平等の普通選挙によ

るものでなければならず、また、秘密投票

又はこれと同等の自由が保障される投票手

続によつて行われなければならない。 

第二十二条 

すべて人は、社会の一員として、社会保障

を受ける権利を有し、かつ、国家的努力及び

国際的協力により、また、各国の組織及び資

源に応じて、自己の尊厳と自己の人格の自由

な発展とに欠くことのできない経済的、社会

的及び文化的権利を実現する権利を有する。 

第二十三条 

１ すべて人は、勤労し、職業を自由に選択

し、公正かつ有利な勤労条件を確保し、及

び失業に対する保護を受ける権利を有する。 

２ すべて人は、いかなる差別をも受けるこ

となく、同等の勤労に対し、同等の報酬を

受ける権利を有する。 

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に

対して人間の尊厳にふさわしい生活を保障

する公正かつ有利な報酬を受け、かつ、必

要な場合には、他の社会的保護手段によつ

て補充を受けることができる。 

４ すべて人は、自己の利益を保護するため

に労働組合を組織し、及びこれに参加する

権利を有する。 

第二十四条 

すべて人は、労働時間の合理的な制限及び
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定期的な有給休暇を含む休息及び余暇をもつ

権利を有する。 

第二十五条 

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社

会的施設等により、自己及び家族の健康及

び福祉に十分な生活水準を保持する権利並

びに失業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、

老齢その他不可抗力による生活不能の場合

は、保障を受ける権利を有する。 

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受け

る権利を有する。すべての児童は、嫡出で

あると否とを問わず、同じ社会的保護を受

ける。 

第二十六条 

１ すべて人は、教育を受ける権利を有する。

教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段

階においては、無償でなければならない。

初等教育は、義務的でなければならない。

技術教育及び職業教育は、一般に利用でき

るものでなければならず、また、高等教育

は、能力に応じ、すべての者にひとしく開

放されていなければならない。 

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及

び基本的自由の尊重の強化を目的としなけ

ればならない。教育は、すべての国又は人

種的若しくは宗教的集団の相互間の理解、

寛容及び友好関係を増進し、かつ、平和の

維持のため、国際連合の活動を促進するも

のでなければならない。 

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する

優先的権利を有する。 

第二十七条 

１ すべて人は、自由に社会の文化生活に参

加し、芸術を鑑賞し、及び科学の進歩とそ

の恩恵とにあずかる権利を有する。 

２ すべて人は、その創作した科学的、文学

的又は美術的作品から生ずる精神的及び物

質的利益を保護される権利を有する。 

第二十八条 

すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自

由が完全に実現される社会的及び国際的秩序

に対する権利を有する。 

第二十九条 

１ すべて人は、その人格の自由かつ完全な

発展がその中にあつてのみ可能である社会

に対して義務を負う。 

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使

するに当つては、他人の権利及び自由の正

当な承認及び尊重を保障すること並びに民

主的社会における道徳、公の秩序及び一般

の福祉の正当な要求を満たすことをもつぱ

ら目的として法律によつて定められた制限

にのみ服する。 

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合

にも、国際連合の目的及び原則に反して行

使してはならない。 

第三十条 

この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、

集団又は個人に対して、この宣言に掲げる権

利及び自由の破壊を目的とする活動に従事し、

又はそのような目的を有する行為を行う権利

を認めるものと解釈してはならない。 
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○女子に対するあらゆる形態の差別 

の撤廃に関する条約 
(昭和六十年七月一日) 

(条約第七号) 

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に

関する条約をここに公布する。 

女子に対するあらゆる形態の差別の撤

廃に関する条約 

この条約の締約国は、 

国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及

び価値並びに男女の権利の平等に関する信念

を改めて確認していることに留意し、 

世界人権宣言が、差別は容認することがで

きないものであるとの原則を確認しているこ

と、並びにすべての人間は生まれながらにし

て自由であり、かつ、尊厳及び権利について

平等であること並びにすべての人は性による

差別その他のいかなる差別もなしに同宣言に

掲げるすべての権利及び自由を享有すること

ができることを宣明していることに留意し、 

人権に関する国際規約の締約国がすべての

経済的、社会的、文化的、市民的及び政治的

権利の享有について男女に平等の権利を確保

する義務を負つていることに留意し、 

国際連合及び専門機関の主催の下に各国が

締結した男女の権利の平等を促進するための

国際条約を考慮し、 

更に、国際連合及び専門機関が採択した男

女の権利の平等を促進するための決議、宣言

及び勧告に留意し、 

しかしながら、これらの種々の文書にもか

かわらず女子に対する差別が依然として広範

に存在していることを憂慮し、 

女子に対する差別は、権利の平等の原則及

び人間の尊厳の尊重の原則に反するものであ

り、女子が男子と平等の条件で自国の政治的、

社会的、経済的及び文化的活動に参加する上

で障害となるものであり、社会及び家族の繁

栄の増進を阻害するものであり、また、女子

の潜在能力を自国及び人類に役立てるために

完全に開発することを一層困難にするもので

あることを想起し、 

窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、

教育、雇用のための訓練及び機会並びに他の

必要とするものを享受する機会が最も尐ない

ことを憂慮し、 

衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序

の確立が男女の平等の促進に大きく貢献する

ことを確信し、 

アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、

人種差別、植民地主義、新植民地主義、侵略、

外国による占領及び支配並びに内政干渉の根

絶が男女の権利の完全な享有に不可欠である

ことを強調し、 

国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を

緩和し、すべての国(社会体制及び経済体制の

いかんを問わない。)の間で相互に協力し、全

面的かつ完全な軍備縮小を達成し、特に厳重

かつ効果的な国際管理の下での核軍備の縮小

を達成し、諸国間の関係における正義、平等

及び互恵の原則を確認し、外国の支配の下、

植民地支配の下又は外国の占領の下にある人

民の自決の権利及び人民の独立の権利を実現

し並びに国の主権及び領土保全を尊重するこ

とが、社会の進歩及び発展を促進し、ひいて

は、男女の完全な平等の達成に貢献すること

を確認し、 

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とす

る平和は、あらゆる分野において女子が男子

と平等の条件で最大限に参加することを必要

としていることを確信し、 

家族の福祉及び社会の発展に対する従来完

全には認められていなかつた女子の大きな貢

献、母性の社会的重要性並びに家庭及び子の

養育における両親の役割に留意し、また、出

産における女子の役割が差別の根拠となるべ

きではなく、子の養育には男女及び社会全体

が共に責任を負うことが必要であることを認

識し、 

社会及び家庭における男子の伝統的役割を

女子の役割とともに変更することが男女の完

全な平等の達成に必要であることを認識し、 

女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲

げられている諸原則を実施すること及びこの

ために女子に対するあらゆる形態の差別を撤

廃するための必要な措置をとることを決意し

て、 

次のとおり協定した。 

第一部 

第一条 

この条約の適用上、「女子に対する差別」と

は、性に基づく区別、排除又は制限であつて、

政治的、経済的、社会的、文化的、市民的そ

の他のいかなる分野においても、女子(婚姻を

しているかいないかを問わない。)が男女の平

等を基礎として人権及び基本的自由を認識し、

享有し又は行使することを害し又は無効にす

る効果又は目的を有するものをいう。 

第二条 

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差

別を非難し、女子に対する差別を撤廃する政

策をすべての適当な手段により、かつ、遅滞
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なく追求することに合意し、及びこのため次

のことを約束する。 

(ａ) 男女の平等の原則が自国の憲法その

他の適当な法令に組み入れられていない

場合にはこれを定め、かつ、男女の平等

の原則の実際的な実現を法律その他の適

当な手段により確保すること。 

(ｂ) 女子に対するすべての差別を禁止す

る適当な立法その他の措置(適当な場合

には制裁を含む。)をとること。 

(ｃ) 女子の権利の法的な保護を男子との

平等を基礎として確立し、かつ、権限の

ある自国の裁判所その他の公の機関を通

じて差別となるいかなる行為からも女子

を効果的に保護することを確保すること。 

(ｄ) 女子に対する差別となるいかなる行

為又は慣行も差し控え、かつ、公の当局

及び機関がこの義務に従つて行動するこ

とを確保すること。 

(ｅ) 個人、団体又は企業による女子に対

する差別を撤廃するためのすべての適当

な措置をとること。 

(ｆ) 女子に対する差別となる既存の法律、

規則、慣習及び慣行を修正し又は廃止す

るためのすべての適当な措置(立法を含

む。)をとること。 

(ｇ) 女子に対する差別となる自国のすべ

ての刑罰規定を廃止すること。 

第三条 

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、

社会的、経済的及び文化的分野において、女

子に対して男子との平等を基礎として人権及

び基本的自由を行使し及び享有することを保

障することを目的として、女子の完全な能力

開発及び向上を確保するためのすべての適当

な措置(立法を含む。)をとる。 

第四条 

１ 締約国が男女の事実上の平等を促進する

ことを目的とする暫定的な特別措置をとる

ことは、この条約に定義する差別と解して

はならない。ただし、その結果としていか

なる意味においても不平等な又は別個の基

準を維持し続けることとなつてはならず、

これらの措置は、機会及び待遇の平等の目

的が達成された時に廃止されなければなら

ない。 

２ 締約国が母性を保護することを目的とす

る特別措置(この条約に規定する措置を含

む。)をとることは、差別と解してはならな

い。 

第五条 

締約国は、次の目的のためのすべての適当

な措置をとる。 

(ａ) 両性いずれかの劣等性若しくは優越

性の観念又は男女の定型化された役割に

基づく偏見及び慣習その他あらゆる慣行

の撤廃を実現するため、男女の社会的及

び文化的な行動様式を修正すること。 

(ｂ) 家庭についての教育に、社会的機能

としての母性についての適正な理解並び

に子の養育及び発育における男女の共同

責任についての認識を含めることを確保

すること。あらゆる場合において、子の

利益は最初に考慮するものとする。 

第六条 

締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び

女子の売春からの搾取を禁止するためのすべ

ての適当な措置(立法を含む。)をとる。 

第二部 

第七条 

締約国は、自国の政治的及び公的活動にお

ける女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとるものとし、特に、女子

に対して男子と平等の条件で次の権利を確保

する。 

(ａ) あらゆる選挙及び国民投票において

投票する権利並びにすべての公選による

機関に選挙される資格を有する権利 

(ｂ) 政府の政策の策定及び実施に参加す

る権利並びに政府のすべての段階におい

て公職に就き及びすべての公務を遂行す

る権利 

(ｃ) 自国の公的又は政治的活動に関係の

ある非政府機関及び非政府団体に参加す

る権利 

第八条 

締約国は、国際的に自国政府を代表し及び

国際機関の活動に参加する機会を、女子に対

して男子と平等の条件でかついかなる差別も

なく確保するためのすべての適当な措置をと

る。 

第九条 

１ 締約国は、国籍の取得、変更及び保持に

関し、女子に対して男子と平等の権利を与

える。締約国は、特に、外国人との婚姻又

は婚姻中の夫の国籍の変更が、自動的に妻

の国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の

国籍を妻に強制することとならないことを

確保する。 

２ 締約国は、子の国籍に関し、女子に対し

て男子と平等の権利を与える。 

第三部 
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第十条 

締約国は、教育の分野において、女子に対

して男子と平等の権利を確保することを目的

として、特に、男女の平等を基礎として次の

ことを確保することを目的として、女子に対

する差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとる。 

(ａ) 農村及び都市のあらゆる種類の教育

施設における職業指導、修学の機会及び

資格証書の取得のための同一の条件。こ

のような平等は、就学前教育、普通教育、

技術教育、専門教育及び高等技術教育並

びにあらゆる種類の職業訓練において確

保されなければならない。 

(ｂ) 同一の教育課程、同一の試験、同一

の水準の資格を有する教育職員並びに同

一の質の学校施設及び設備を享受する機

会 

(ｃ) すべての段階及びあらゆる形態の教

育における男女の役割についての定型化

された概念の撤廃を、この目的の達成を

助長する男女共学その他の種類の教育を

奨励することにより、また、特に、教材

用図書及び指導計画を改訂すること並び

に指導方法を調整することにより行うこ

と。 

(ｄ) 奨学金その他の修学援助を享受する

同一の機会 

(ｅ) 継続教育計画(成人向けの及び実用

的な識字計画を含む。)、特に、男女間に

存在する教育上の格差をできる限り早期

に減尐させることを目的とした継続教育

計画を利用する同一の機会 

(ｆ) 女子の中途退学率を減尐させること

及び早期に退学した女子のための計画を

策定すること。 

(ｇ) スポーツ及び体育に積極的に参加す

る同一の機会 

(ｈ) 家族の健康及び福祉の確保に役立つ

特定の教育的情報(家族計画に関する情

報及び助言を含む。)を享受する機会 

第十一条 

１ 締約国は、男女の平等を基礎として同一

の権利、特に次の権利を確保することを目

的として、雇用の分野における女子に対す

る差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとる。 

(ａ) すべての人間の奪い得ない権利とし

ての労働の権利 

(ｂ) 同一の雇用機会(雇用に関する同一

の選考基準の適用を含む。)についての権

利 

(ｃ) 職業を自由に選択する権利、昇進、

雇用の保障並びに労働に係るすべての給

付及び条件についての権利並びに職業訓

練及び再訓練(見習、上級職業訓練及び継

続的訓練を含む。)を受ける権利 

(ｄ) 同一価値の労働についての同一報酬

(手当を含む。)及び同一待遇についての

権利並びに労働の質の評価に関する取扱

いの平等についての権利 

(ｅ) 社会保障(特に、退職、失業、傷病、

障害、老齢その他の労働不能の場合にお

ける社会保障)についての権利及び有給

休暇についての権利 

(ｆ) 作業条件に係る健康の保護及び安全

(生殖機能の保護を含む。)についての権

利 

２ 締約国は、婚姻又は母性を理由とする女

子に対する差別を防止し、かつ、女子に対

して実効的な労働の権利を確保するため、

次のことを目的とする適当な措置をとる。 

(ａ) 妊娠又は母性休暇を理由とする解雇

及び婚姻をしているかいないかに基づく

差別的解雇を制裁を課して禁止すること。 

(ｂ) 給料又はこれに準ずる社会的給付を

伴い、かつ、従前の雇用関係、先任及び

社会保障上の利益の喪失を伴わない母性

休暇を導入すること。 

(ｃ) 親が家庭責任と職業上の責務及び社

会的活動への参加とを両立させることを

可能とするために必要な補助的な社会的

サービスの提供を、特に保育施設網の設

置及び充実を促進することにより奨励す

ること。 

(ｄ) 妊娠中の女子に有害であることが証

明されている種類の作業においては、当

該女子に対して特別の保護を与えること。 

３ この条に規定する事項に関する保護法令

は、科学上及び技術上の知識に基づき定期

的に検討するものとし、必要に応じて、修

正し、廃止し、又はその適用を拡大する。 

第十二条 

１ 締約国は、男女の平等を基礎として保健

サービス(家族計画に関連するものを含

む。)を享受する機会を確保することを目的

として、保健の分野における女子に対する

差別を撤廃するためのすべての適当な措置

をとる。 

２ 1の規定にかかわらず、締約国は、女子に

対し、妊娠、分べん及び産後の期間中の適

当なサービス(必要な場合には無料にす
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る。)並びに妊娠及び授乳の期間中の適当な

栄養を確保する。 

第十三条 

締約国は、男女の平等を基礎として同一の

権利、特に次の権利を確保することを目的と

して、他の経済的及び社会的活動の分野にお

ける女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとる。 

(ａ) 家族給付についての権利 

(ｂ) 銀行貸付け、抵当その他の形態の金

融上の信用についての権利 

(ｃ) レクリエーション、スポーツ及びあ

らゆる側面における文化的活動に参加す

る権利 

第十四条 

１ 締約国は、農村の女子が直面する特別の

問題及び家族の経済的生存のために果たし

ている重要な役割(貨幣化されていない経

済の部門における労働を含む。)を考慮に入

れるものとし、農村の女子に対するこの条

約の適用を確保するためのすべての適当な

措置をとる。 

２ 締約国は、男女の平等を基礎として農村

の女子が農村の開発に参加すること及びそ

の開発から生ずる利益を受けることを確保

することを目的として、農村の女子に対す

る差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとるものとし、特に、これらの女子に

対して次の権利を確保する。 

(ａ) すべての段階における開発計画の作

成及び実施に参加する権利 

(ｂ) 適当な保健サービス(家族計画に関

する情報、カウンセリング及びサービス

を含む。)を享受する権利 

(ｃ) 社会保障制度から直接に利益を享受

する権利 

(ｄ) 技術的な能力を高めるために、あら

ゆる種類(正規であるかないかを問わな

い。)の訓練及び教育(実用的な識字に関

するものを含む。)並びに、特に、すべて

の地域サービス及び普及サービスからの

利益を享受する権利 

(ｅ) 経済分野における平等な機会を雇用

又は自営を通じて得るために、自助的集

団及び協同組合を組織する権利 

(ｆ) あらゆる地域活動に参加する権利 

(ｇ) 農業信用及び貸付け、流通機構並び

に適当な技術を利用する権利並びに土地

及び農地の改革並びに入植計画において

平等な待遇を享受する権利 

(ｈ) 適当な生活条件(特に、住居、衛生、

電力及び水の供給、運輸並びに通信に関

する条件)を享受する権利 

第四部 

第十五条 

１ 締約国は、女子に対し、法律の前の男子

との平等を認める。 

２ 締約国は、女子に対し、民事に関して男

子と同一の法的能力を与えるものとし、ま

た、この能力を行使する同一の機会を与え

る。特に、締約国は、契約を締結し及び財

産を管理することにつき女子に対して男子

と平等の権利を与えるものとし、裁判所に

おける手続のすべての段階において女子を

男子と平等に取り扱う。 

３ 締約国は、女子の法的能力を制限するよ

うな法的効果を有するすべての契約及び他

のすべての私的文書(種類のいかんを問わ

ない。)を無効とすることに同意する。 

４ 締約国は、個人の移動並びに居所及び住

所の選択の自由に関する法律において男女

に同一の権利を与える。 

第十六条 

１ 締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべ

ての事項について女子に対する差別を撤廃

するためのすべての適当な措置をとるもの

とし、特に、男女の平等を基礎として次の

ことを確保する。 

(ａ) 婚姻をする同一の権利 

(ｂ) 自由に配偶者を選択し及び自由かつ

完全な合意のみにより婚姻をする同一の

権利 

(ｃ) 婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の

権利及び責任 

(ｄ) 子に関する事項についての親(婚姻

をしているかいないかを問わない。)とし

ての同一の権利及び責任。あらゆる場合

において、子の利益は至上である。 

(ｅ) 子の数及び出産の間隔を自由にかつ

責任をもつて決定する同一の権利並びに

これらの権利の行使を可能にする情報、

教育及び手段を享受する同一の権利 

(ｆ) 子の後見及び養子縁組又は国内法令

にこれらに類する制度が存在する場合に

はその制度に係る同一の権利及び責任。

あらゆる場合において、子の利益は至上

である。 

(ｇ) 夫及び妻の同一の個人的権利(姓及

び職業を選択する権利を含む。) 

(ｈ) 無償であるか有償であるかを問わず、

財産を所有し、取得し、運用し、管理し、

利用し及び処分することに関する配偶者
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双方の同一の権利 

２ 児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有し

ないものとし、また、婚姻最低年齢を定め

及び公の登録所への婚姻の登録を義務付け

るためのすべての必要な措置(立法を含

む。)がとられなければならない。 

第五部 

第十七条 

１ この条約の実施に関する進捗ちよく状況

を検討するために、女子に対する差別の撤

廃に関する委員会(以下「委員会」という。)

を設置する。委員会は、この条約の効力発

生の時は十八人の、三十五番目の締約国に

よる批准又は加入の後は二十三人の徳望が

高く、かつ、この条約が対象とする分野に

おいて十分な能力を有する専門家で構成す

る。委員は、締約国の国民の中から締約国

により選出されるものとし、個人の資格で

職務を遂行する。その選出に当たつては、

委員の配分が地理的に衡平に行われること

並びに異なる文明形態及び主要な法体系が

代表されることを考慮に入れる。 

２ 委員会の委員は、締約国により指名され

た者の名簿の中から秘密投票により選出さ

れる。各締約国は、自国民の中から一人を

指名することができる。 

３ 委員会の委員の最初の選挙は、この条約

の効力発生の日の後六箇月を経過した時に

行う。国際連合事務総長は、委員会の委員

の選挙の日の遅くとも三箇月前までに、締

約国に対し、自国が指名する者の氏名を二

箇月以内に提出するよう書簡で要請する。

同事務総長は、指名された者のアルファ

ベット順による名簿(これらの者を指名し

た締約国名を表示した名簿とする。)を作成

し、締約国に送付する。 

４ 委員会の委員の選挙は、国際連合事務総

長により国際連合本部に招集される締約国

の会合において行う。この会合は、締約国

の三分の二をもつて定足数とする。この会

合においては、出席しかつ投票する締約国

の代表によつて投じられた票の最多数で、

かつ、過半数の票を得た指名された者をも

つて委員会に選出された委員とする。 

５ 委員会の委員は、四年の任期で選出され

る。ただし、最初の選挙において選出され

た委員のうち九人の委員の任期は、二年で

終了するものとし、これらの九人の委員は、

最初の選挙の後直ちに、委員会の委員長に

よりくじ引で選ばれる。 

６ 委員会の五人の追加的な委員の選挙は、

三十五番目の批准又は加入の後、2から4ま

での規定に従つて行う。この時に選出され

た追加的な委員のうち二人の委員の任期は、

二年で終了するものとし、これらの二人の

委員は、委員会の委員長によりくじ引で選

ばれる。 

７ 締約国は、自国の専門家が委員会の委員

としての職務を遂行することができなくな

つた場合には、その空席を補充するため、

委員会の承認を条件として自国民の中から

他の専門家を任命する。 

８ 委員会の委員は、国際連合総会が委員会

の任務の重要性を考慮して決定する条件に

従い、同総会の承認を得て、国際連合の財

源から報酬を受ける。 

９ 国際連合事務総長は、委員会がこの条約

に定める任務を効果的に遂行するために必

要な職員及び便益を提供する。 

第十八条 

１ 締約国は、次の場合に、この条約の実施

のためにとつた立法上、司法上、行政上そ

の他の措置及びこれらの措置によりもたら

された進歩に関する報告を、委員会による

検討のため、国際連合事務総長に提出する

ことを約束する。 

(ａ) 当該締約国についてこの条約が効力

を生ずる時から一年以内 

(ｂ) その後は尐なくとも四年ごと、更に

は委員会が要請するとき。 

２ 報告には、この条約に基づく義務の履行

の程度に影響を及ぼす要因及び障害を記載

することができる。 

第十九条 

１ 委員会は、手続規則を採択する。 

２ 委員会は、役員を二年の任期で選出する。 

第二十条 

１ 委員会は、第十八条の規定により提出さ

れる報告を検討するために原則として毎年

二週間を超えない期間会合する。 

２ 委員会の会合は、原則として、国際連合

本部又は委員会が決定する他の適当な場所

において開催する。 

第二十一条 

１ 委員会は、その活動につき経済社会理事

会を通じて毎年国際連合総会に報告するも

のとし、また、締約国から得た報告及び情

報の検討に基づく提案及び一般的な性格を

有する勧告を行うことができる。これらの

提案及び一般的な性格を有する勧告は、締

約国から意見がある場合にはその意見とと

もに、委員会の報告に記載する。 
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２ 国際連合事務総長は、委員会の報告を、

情報用として、婦人の地位委員会に送付す

る。 

第二十二条 

専門機関は、その任務の範囲内にある事項

に関するこの条約の規定の実施についての検

討に際し、代表を出す権利を有する。委員会

は、専門機関に対し、その任務の範囲内にあ

る事項に関するこの条約の実施について報告

を提出するよう要請することができる。 

第六部 

第二十三条 

この条約のいかなる規定も、次のものに含

まれる規定であつて男女の平等の達成に一層

貢献するものに影響を及ぼすものではない。 

(ａ) 締約国の法令 

(ｂ) 締約国について効力を有する他の国

際条約又は国際協定 

第二十四条 

締約国は、自国においてこの条約の認める

権利の完全な実現を達成するためのすべての

必要な措置をとることを約束する。 

第二十五条 

１ この条約は、すべての国による署名のた

めに開放しておく。 

２ 国際連合事務総長は、この条約の寄託者

として指定される。 

３ この条約は、批准されなければならない。

批准書は、国際連合事務総長に寄託する。 

４ この条約は、すべての国による加入のた

めに開放しておく。加入は、加入書を国際

連合事務総長に寄託することによつて行う。 

第二十六条 

１ いずれの締約国も、国際連合事務総長に

あてた書面による通告により、いつでもこ

の条約の改正を要請することができる。 

２ 国際連合総会は、1の要請に関してとるべ

き措置があるときは、その措置を決定する。 

第二十七条 

１ この条約は、二十番目の批准書又は加入

書が国際連合事務総長に寄託された日の後

三十日目の日に効力を生ずる。 

２ この条約は、二十番目の批准書又は加入

書が寄託された後に批准し又は加入する国

については、その批准書又は加入書が寄託

された日の後三十日目の日に効力を生ずる。 

第二十八条 

１ 国際連合事務総長は、批准又は加入の際

に行われた留保の書面を受領し、かつ、す

べての国に送付する。 

２ この条約の趣旨及び目的と両立しない留

保は、認められない。 

３ 留保は、国際連合事務総長にあてた通告

によりいつでも撤回することができるもの

とし、同事務総長は、その撤回をすべての

国に通報する。このようにして通報された

通告は、受領された日に効力を生ずる。 

第二十九条 

１ この条約の解釈又は適用に関する締約国

間の紛争で交渉によつて解決されないもの

は、いずれかの紛争当事国の要請により、

仲裁に付される。仲裁の要請の日から六箇

月以内に仲裁の組織について紛争当事国が

合意に達しない場合には、いずれの紛争当

事国も、国際司法裁判所規程に従つて国際

司法裁判所に紛争を付託することができる。 

２ 各締約国は、この条約の署名若しくは批

准又はこの条約への加入の際に、1の規定に

拘束されない旨を宣言することができる。

他の締約国は、そのような留保を付した締

約国との関係において1の規定に拘束され

ない。 

３ 2の規定に基づいて留保を付した締約国

は、国際連合事務総長にあてた通告により、

いつでもその留保を撤回することができる。 

第三十条 

この条約は、アラビア語、中国語、英語、

フランス語、ロシア語及びスペイン語をひと

しく正文とし、国際連合事務総長に寄託する。 

以上の証拠として、下名は、正当に委任を

受けてこの条約に署名した。 

(昭和六〇年七月一日外務省告示第一九四

号で昭和六〇年七月二五日に日本国について

効力発生) 
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○家族的責任を有する男女労働者の 

機会及び待遇の均等に関する条約 

(第百五十六号) 
(平成七年六月十二日) 

(条約第十号) 

家族的責任を有する男女労働者の機会及び

待遇の均等に関する条約(第百五十六号)をこ

こに公布する。 

家族的責任を有する男女労働者の機会

及び待遇の均等に関する条約(第百五

十六号) 

国際労働機関の総会は、 

理事会によりジュネーヴに招集されて、千

九百八十一年六月三日にその第六十七回会期

として会合し、 

「すべての人間は、人種、信条又は性にか

かわりなく、自由及び尊厳並びに経済的保障

及び機会均等の条件において、物質的福祉及

び精神的発展を追求する権利をもつ」ことを

認めている国際労働機関の目的に関するフィ

ラデルフィア宣言に留意し、 

千九百七十五年に国際労働機関の総会が採

択した女子労働者の機会及び待遇の均等に関

する宣言並びに女子労働者の機会及び待遇の

均等を促進するための行動計画に関する決議

の規定に留意し、 

男女労働者の機会及び待遇の均等を確保す

ることを目的とする国際労働条約及び国際労

働勧告の規定、すなわち、千九百五十一年の

同一報酬条約及び千九百五十一年の同一報酬

勧告、千九百五十八年の差別(雇用及び職業)

条約及び千九百五十八年の差別(雇用及び職

業)勧告並びに千九百七十五年の人的資源開

発勧告Ⅷの規定に留意し、 

千九百五十八年の差別(雇用及び職業)条約

が家族的責任に基づく区別を明示的には対象

としていないことを想起し、及びこの点に関

して補足的な基準が必要であることを考慮し、 

千九百六十五年の雇用(家族的責任を有す

る女子)勧告の規定に留意し、及び同勧告の採

択以降に生じた変化を考慮し、 

男女の機会及び待遇の均等に関する文書が

国際連合及び他の専門機関によっても採択さ

れていることに留意し、特に、千九百七十九

年に国際連合で採択された女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関する条約前文の第

十四段落において、締約国は「社会及び家庭

における男子の伝統的役割を女子の役割とと

もに変更することが男女の完全な平等の達成

に必要であることを認識」する旨規定されて

いることを想起し、 

家族的責任を有する労働者に関する問題は

国の政策において考慮されるべき家族及び社

会に関する一層広範な問題の様々な側面を成

すことを認識し、 

家族的責任を有する男女の労働者の間及び

家族的責任を有する労働者と他の労働者との

間の機会及び待遇の実効的な均等を実現する

ことの必要性を認識し、 

すべての労働者が直面している問題の多く

が家族的責任を有する労働者にとっては一層

切実なものとなっていることを考慮し、並び

に家族的責任を有する労働者の特別のニーズ

に応じた措置及び労働者の置かれている状況

を全般的に改善することを目的とする措置に

よって家族的責任を有する労働者の置かれて

いる状況を改善することの必要性を認識し、 

前記の会期の議事日程の第五議題である家

族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇

の均等に関する提案の採択を決定し、 

その提案が国際条約の形式をとるべきであ

ることを決定して、 

次の条約(引用に際しては、千九百八十一年

の家族的責任を有する労働者条約と称するこ

とができる。)を千九百八十一年六月二十三日

に採択する。 

第一条 

１ この条約は、被扶養者である子に対し責

任を有する男女労働者であって、当該責任

により経済活動への準備、参入若しくは参

加の可能性又は経済活動における向上の可

能性が制約されるものについて、適用する。 

２ この条約は、介護又は援助が明らかに必

要な他の近親の家族に対し責任を有する男

女労働者であって、当該責任により経済活

動への準備、参入若しくは参加の可能性又

は経済活動における向上の可能性が制約さ

れるものについても、適用する。 

３ この条約の適用上、「被扶養者である子」

及び「介護又は援助が明らかに必要な他の

近親の家族」とは、各国において第九条に

規定する方法のいずれかにおいて定められ

る者をいう。 

４ 1及び2に規定する労働者は、以下「家族

的責任を有する労働者」という。 

第二条 

この条約は、経済活動のすべての部門につ

いて及びすべての種類の労働者について適用

する。 

第三条 

１ 男女労働者の機会及び待遇の実効的な均

等を実現するため、各加盟国は、家族的責



 56 

任を有する者であって職業に従事している

もの又は職業に従事することを希望するも

のが、差別を受けることなく、また、でき

る限り職業上の責任と家族的責任との間に

抵触が生ずることなく職業に従事する権利

を行使することができるようにすることを

国の政策の目的とする。 

２ 1の規定の適用上、「差別」とは、千九百

五十八年の差別(雇用及び職業)条約の第一

条及び第五条に規定する雇用及び職業にお

ける差別をいう。 

第四条 

男女労働者の機会及び待遇の実効的な均等

を実現するため、次のことを目的として、国

内事情及び国内の可能性と両立するすべての

措置をとる。 

(ａ) 家族的責任を有する労働者が職業を

自由に選択する権利を行使することがで

きるようにすること。 

(ｂ) 雇用条件及び社会保障において、家

族的責任を有する労働者のニーズを反映

すること。 

第五条 

更に、次のことを目的として、国内事情及

び国内の可能性と両立するすべての措置をと

る。 

(ａ) 地域社会の計画において、家族的責

任を有する労働者のニーズを反映するこ

と。 

(ｂ) 保育及び家族に関するサービス及び

施設等の地域社会のサービス(公的なも

のであるか私的なものであるかを問わな

い。)を発展させ又は促進すること。 

第六条 

各国の権限のある機関及び団体は、男女労

働者の機会及び待遇の均等の原則並びに家族

的責任を有する労働者の問題に関する公衆の

一層深い理解並びに当該問題の解決に資する

世論を醸成する情報の提供及び教育を促進す

るための適当な措置をとる。 

第七条 

家族的責任を有する労働者が労働力の一員

となり、労働力の一員としてとどまり及び家

族的責任によって就業しない期間の後に再び

労働力の一員となることができるようにする

ため、国内事情及び国内の可能性と両立する

すべての措置(職業指導及び職業訓練の分野

における措置等)をとる。 

第八条 

家族的責任それ自体は、雇用の終了の妥当

な理由とはならない。 

第九条 

この条約は、法令、労働協約、就業規則、

仲裁裁定、判決若しくはこれらの方法の組合

せにより又は国内慣行に適合するその他の方

法であって国内事情を考慮に入れた適当なも

のにより、適用することができる。 

第十条 

１ この条約は、国内事情を考慮に入れ、必

要な場合には段階的に適用することができ

る。ただし、実施のためにとられる措置は、

いかなる場合にも第一条1に規定するすべ

ての労働者について適用する。 

２ この条約を批准する加盟国は、1に規定す

る段階的な適用を行う意図を有する場合に

は、国際労働機関憲章第二十二条の規定に

従って提出するこの条約の適用に関する第

一回の報告において、当該段階的な適用の

対象となる事項を記載し、その後の報告に

おいて、この条約を当該事項につきどの程

度に実施しているか又は実施しようとして

いるかを記載する。 

第十一条 

使用者団体及び労働者団体は、国内事情及

び国内慣行に適する方法により、この条約を

実施するための措置の立案及び適用に当たっ

て参加する権利を有する。 

第十二条 

この条約の正式な批准は、登録のため国際

労働事務局長に通知する。 

第十三条 

１ この条約は、国際労働機関の加盟国でそ

の批准が国際労働事務局長に登録されたも

ののみを拘束する。 

２ この条約は、二の加盟国の批准が事務局

長に登録された日の後十二箇月で効力を生

ずる。 

３ その後は、この条約は、いずれの加盟国

についても、その批准が登録された日の後

十二箇月で効力を生ずる。 

第十四条 

１ この条約を批准した加盟国は、この条約

が最初に効力を生じた日から十年を経過し

た後は、登録のため国際労働事務局長に送

付する文書によってこの条約を廃棄するこ

とができる。廃棄は、登録された日の後一

年間は効力を生じない。 

２ この条約を批准した加盟国で、1の十年の

期間が満了した後一年以内にこの条に定め

る廃棄の権利を行使しないものは、その後

更に十年間拘束を受けるものとし、十年の

期間が満了するごとに、この条に定める条
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件に従ってこの条約を廃棄することができ

る。 

第十五条 

１ 国際労働事務局長は、国際労働機関の加

盟国から通知を受けたすべての批准及び廃

棄の登録をすべての加盟国に通告する。 

２ 事務局長は、通知を受けた二番目の批准

の登録を国際労働機関の加盟国に通告する

際に、この条約が効力を生ずる日につき加

盟国の注意を喚起する。 

第十六条 

国際労働事務局長は、国際連合憲章第百二

条の規定による登録のため、前諸条の規定に

従って登録されたすべての批准及び廃棄の完

全な明細を国際連合事務総長に通知する。 

第十七条 

国際労働機関の理事会は、必要と認めると

きは、この条約の運用に関する報告を総会に

提出するものとし、また、この条約の全部又

は一部の改正に関する問題を総会の議事日程

に加えることの可否を検討する。 

第十八条 

１ 総会がこの条約の全部又は一部を改正す

る条約を新たに採択する場合には、その改

正条約に別段の規定がない限り、 

(ａ) 加盟国によるその改正条約の批准は、

その改正条約の効力発生を条件として、

第十四条の規定にかかわらず、当然にこ

の条約の即時の廃棄を伴う。 

(ｂ) 加盟国による批准のためのこの条約

の開放は、その改正条約が効力を生ずる

日に終了する。 

２ この条約は、これを批准した加盟国で1

の改正条約を批准していないものについて

は、いかなる場合にも、その現在の形式及

び内容で引き続き効力を有する。 

第十九条 

この条約の英文及びフランス文は、ひとし

く正文とする。 

  

以上は、国際労働機関の総会が、ジュネー

ヴで開催されて千九百八十一年六月二十四日

に閉会を宣言されたその第六十七回会期にお

いて、正当に採択した条約の真正な本文であ

る。 

以上の証拠として、我々は、千九百八十一

年六月二十五日に署名した。 

総会議長 

アリウヌ・ディアニュ 

国際労働事務局長 

フランシス・ブランシャール 

(平成七年六月一二日外務省告示第三六六

号で平成八年六月九日に日本国について効力

発生) 
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○男女共同参画社会基本法 
(平成十一年六月二十三日) 

(法律第七十八号) 

第百四十五回通常国会 

小渕内閣 

男女共同参画社会基本法をここに公布する。 

男女共同参画社会基本法 

目次 

前文 

第一章 総則(第一条―第十二条) 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進

に関する基本的施策(第十三条

―第二十条) 

第三章 男女共同参画会議(第二十一条

―第二十八条) 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊

重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実

現に向けた様々な取組が、国際社会における

取組とも連動しつつ、着実に進められてきた

が、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の

成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化

に対応していく上で、男女が、互いにその人

権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にか

かわりなく、その個性と能力を十分に発揮す

ることができる男女共同参画社会の実現は、

緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画

社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定

する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる

分野において、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の推進を図っていくことが重

要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成について

の基本理念を明らかにしてその方向を示し、

将来に向かって国、地方公共団体及び国民の

男女共同参画社会の形成に関する取組を総合

的かつ計画的に推進するため、この法律を制

定する。 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、

かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することの緊要性

にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共

団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の基本となる事項を定めることによ

り、男女共同参画社会の形成を総合的かつ

計画的に推進することを目的とする。 

(定義) 

第二条 この法律において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社

会の対等な構成員として、自らの意思に

よって社会のあらゆる分野における活動

に参画する機会が確保され、もって男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び文

化的利益を享受することができ、かつ、

共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会

に係る男女間の格差を改善するため必要

な範囲内において、男女のいずれか一方

に対し、当該機会を積極的に提供するこ

とをいう。 

(男女の人権の尊重) 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の

個人としての尊厳が重んぜられること、男

女が性別による差別的取扱いを受けないこ

と、男女が個人として能力を発揮する機会

が確保されることその他の男女の人権が尊

重されることを旨として、行われなければ

ならない。 

(社会における制度又は慣行についての配

慮) 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たって

は、社会における制度又は慣行が、性別に

よる固定的な役割分担等を反映して、男女

の社会における活動の選択に対して中立で

ない影響を及ぼすことにより、男女共同参

画社会の形成を阻害する要因となるおそれ

があることにかんがみ、社会における制度

又は慣行が男女の社会における活動の選択

に対して及ぼす影響をできる限り中立なも

のとするように配慮されなければならない。 

(政策等の立案及び決定への共同参画) 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、

社会の対等な構成員として、国若しくは地

方公共団体における政策又は民間の団体に

おける方針の立案及び決定に共同して参画

する機会が確保されることを旨として、行

われなければならない。 

(家庭生活における活動と他の活動の両立) 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を

構成する男女が、相互の協力と社会の支援

の下に、子の養育、家族の介護その他の家

庭生活における活動について家族の一員と

しての役割を円滑に果たし、かつ、当該活
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動以外の活動を行うことができるようにす

ることを旨として、行われなければならな

い。 

(国際的協調) 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国

際社会における取組と密接な関係を有して

いることにかんがみ、男女共同参画社会の

形成は、国際的協調の下に行われなければ

ならない。 

(国の責務) 

第八条 国は、第三条から前条までに定める

男女共同参画社会の形成についての基本理

念(以下「基本理念」という。)にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策(積極的改善措置を含む。以下同じ。)を

総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。 

(地方公共団体の責務) 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成の促進に関し、

国の施策に準じた施策及びその他のその地

方公共団体の区域の特性に応じた施策を策

定し、及び実施する責務を有する。 

(国民の責務) 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭そ

の他の社会のあらゆる分野において、基本

理念にのっとり、男女共同参画社会の形成

に寄与するように努めなければならない。 

(法制上の措置等) 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を実施するため必要な

法制上又は財政上の措置その他の措置を講

じなければならない。 

(年次報告等) 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同

参画社会の形成の状況及び政府が講じた男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策

についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共

同参画社会の形成の状況を考慮して講じよ

うとする男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を明らかにした文書を作成し、

これを国会に提出しなければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促

進に関する基本的施策 

(男女共同参画基本計画) 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な計画(以下「男女共

同参画基本計画」という。)を定めなければ

ならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事

項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の大

綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事

項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意

見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を

作成し、閣議の決定を求めなければならな

い。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議

の決定があったときは、遅滞なく、男女共

同参画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画

の変更について準用する。 

(平一一法一六〇・一部改正) 

(都道府県男女共同参画計画等) 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計

画を勘案して、当該都道府県の区域におけ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策についての基本的な計画(以下「都道府

県男女共同参画計画」という。)を定めなけ

ればならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げ

る事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長

期的に講ずべき男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の

区域における男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都

道府県男女共同参画計画を勘案して、当該

市町村の区域における男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての基本的

な計画(以下「市町村男女共同参画計画」と

いう。)を定めるように努めなければならな

い。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共

同参画計画又は市町村男女共同参画計画を

定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

(施策の策定等に当たっての配慮) 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同

参画社会の形成に影響を及ぼすと認められ

る施策を策定し、及び実施するに当たって
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は、男女共同参画社会の形成に配慮しなけ

ればならない。 

(国民の理解を深めるための措置) 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動

等を通じて、基本理念に関する国民の理解

を深めるよう適切な措置を講じなければな

らない。 

(苦情の処埋等) 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策又は男女

共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認め

られる施策についての苦情の処理のために

必要な措置及び性別による差別的取扱いそ

の他の男女共同参画社会の形成を阻害する

要因によって人権が侵害された場合におけ

る被害者の救済を図るために必要な措置を

講じなければならない。 

(調査研究) 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行

が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に

関する調査研究その他の男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の策定に必要な

調査研究を推進するように努めるものとす

る。 

(国際的協調のための措置) 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を

国際的協調の下に促進するため、外国政府

又は国際機関との情報の交換その他男女共

同参画社会の形成に関する国際的な相互協

力の円滑な推進を図るために必要な措置を

講ずるように努めるものとする。 

(地方公共団体及び民間の団体に対する支

援) 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策

及び民間の団体が男女共同参画社会の形成

の促進に関して行う活動を支援するため、

情報の提供その他の必要な措置を講ずるよ

うに努めるものとする。 

第三章 男女共同参画会議 

(平一一法一〇二・全改) 

(設置) 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議(以

下「会議」という。)を置く。 

(平一一法一〇二・全改) 

(所掌事務) 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつか

さどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三

条第三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大

臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共

同参画社会の形成の促進に関する基本的

な方針、基本的な政策及び重要事項を調

査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審

議し、必要があると認めるときは、内閣

総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を

述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の実施状況を監視

し、及び政府の施策が男女共同参画社会

の形成に及ぼす影響を調査し、必要があ

ると認めるときは、内閣総理大臣及び関

係各大臣に対し、意見を述べること。 

(平一一法一〇二・全改) 

(組織) 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人

以内をもって組織する。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議長) 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって

充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議員) 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって

充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちか

ら、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた

識見を有する者のうちから、内閣総理大

臣が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定す

る議員の総数の十分の五未満であってはな

らない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいず

れか一方の議員の数は、同号に規定する議

員の総数の十分の四未満であってはならな

い。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議員の任期) 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期

は、二年とする。ただし、補欠の議員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任される

ことができる。 

(平一一法一〇二・全改) 

(資料提出の要求等) 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行す

るために必要があると認めるときは、関係
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行政機関の長に対し、監視又は調査に必要

な資料その他の資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めることができ

る。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために

特に必要があると認めるときは、前項に規

定する者以外の者に対しても、必要な協力

を依頼することができる。 

(平一一法一〇二・全改) 

(政令への委任) 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会

議の組織及び議員その他の職員その他会議

に関し必要な事項は、政令で定める。 

(平一一法一〇二・全改) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

(男女共同参画審議会設置法の廃止) 

第二条 男女共同参画審議会設置法(平成九

年法律第七号)は、廃止する。 

(経過措置) 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同

参画審議会設置法(以下「旧審議会設置法」

という。)第一条の規定により置かれた男女

共同参画審議会は、第二十一条第一項の規

定により置かれた審議会となり、同一性を

もって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法

第四条第一項の規定により任命された男女

共同参画審議会の委員である者は、この法

律の施行の日に、第二十三条第一項の規定

により、審議会の委員として任命されたも

のとみなす。この場合において、その任命

されたものとみなされる者の任期は、同条

第二項の規定にかかわらず、同日における

旧審議会設置法第四条第二項の規定により

任命された男女共同参画審議会の委員とし

ての任期の残任期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法

第五条第一項の規定により定められた男女

共同参画審議会の会長である者又は同条第

三項の規定により指名された委員である者

は、それぞれ、この法律の施行の日に、第

二十四条第一項の規定により審議会の会長

として定められ、又は同条第三項の規定に

より審議会の会長の職務を代理する委員と

して指名されたものとみなす。 

附 則 (平成一一年七月一六日法律

第一〇二号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正す

る法律(平成十一年法律第八十八号)の施行

の日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

(施行の日＝平成一三年一月六日) 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四

条第三項、第二十三条、第二十八条並び

に第三十条の規定 公布の日 

(委員等の任期に関する経過措置) 

第二十八条 この法律の施行の日の前日にお

いて次に掲げる従前の審議会その他の機関

の会長、委員その他の職員である者(任期の

定めのない者を除く。)の任期は、当該会長、

委員その他の職員の任期を定めたそれぞれ

の法律の規定にかかわらず、その日に満了

する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

(別に定める経過措置) 

第三十条 第二条から前条までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要とな

る経過措置は、別に法律で定める。 

―――――――――― 

○中央省庁等改革関係法施行法(平成

一一法律一六○)抄 

(処分、申請等に関する経過措置) 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこ

の法律(以下「改革関係法等」と総称する。)

の施行前に法令の規定により従前の国の機

関がした免許、許可、認可、承認、指定そ

の他の処分又は通知その他の行為は、法令

に別段の定めがあるもののほか、改革関係

法等の施行後は、改革関係法等の施行後の

法令の相当規定に基づいて、相当の国の機

関がした免許、許可、認可、承認、指定そ

の他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定

により従前の国の機関に対してされている

申請、届出その他の行為は、法令に別段の

定めがあるもののほか、改革関係法等の施

行後は、改革関係法等の施行後の法令の相

当規定に基づいて、相当の国の機関に対し

てされた申請、届出その他の行為とみなす。 

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定によ

り従前の国の機関に対し報告、届出、提出

その他の手続をしなければならないとされ

ている事項で、改革関係法等の施行の日前

にその手続がされていないものについては、

法令に別段の定めがあるもののほか、改革

関係法等の施行後は、これを、改革関係法
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等の施行後の法令の相当規定により相当の

国の機関に対して報告、届出、提出その他

の手続をしなければならないとされた事項

についてその手続がされていないものとみ

なして、改革関係法等の施行後の法令の規

定を適用する。 

(従前の例による処分等に関する経過措置) 

第千三百二条 なお従前の例によることとす

る法令の規定により、従前の国の機関がす

べき免許、許可、認可、承認、指定その他

の処分若しくは通知その他の行為又は従前

の国の機関に対してすべき申請、届出その

他の行為については、法令に別段の定めが

あるもののほか、改革関係法等の施行後は、

改革関係法等の施行後の法令の規定に基づ

くその任務及び所掌事務の区分に応じ、そ

れぞれ、相当の国の機関がすべきものとし、

又は相当の国の機関に対してすべきものと

する。 

(政令への委任) 

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六

条まで及び第千三百一条から前条まで並び

に中央省庁等改革関係法に定めるもののほ

か、改革関係法等の施行に関し必要な経過

措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、

政令で定める。 

附 則 (平成一一年一二月二二日法

律第一六〇号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律(第二条及び第三条を除

く。)は、平成十三年一月六日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条(核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律附則の改正規定に係る部

分に限る。)、第千三百五条、第千三百六

条、第千三百二十四条第二項、第千三百

二十六条第二項及び第千三百四十四条の

規定 公布の日 

―――――――――― 
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○配偶者からの暴力の防止及び被害者 

の保護に関する法律 

 

(平成十三年四月十三日) 

(法律第三十一号) 

第百五十一回通常国会 

第二次森内閣 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律をここに公布する。 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する法律 

目次 

前文 

第一章 総則(第一条・第二条) 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画

等(第二条の二・第二条の三) 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等(第

三条―第五条) 

第三章 被害者の保護(第六条―第九条の二) 

第四章 保護命令(第十条―第二十二条) 

第五章 雑則(第二十三条―第二十八条) 

第六章 罰則(第二十九条・第三十条) 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重

と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女

平等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる

行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわ

らず、被害者の救済が必ずしも十分に行われて

こなかった。また、配偶者からの暴力の被害者

は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難

である女性に対して配偶者が暴力を加えること

は、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げ

となっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女

平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力

を防止し、被害者を保護するための施策を講ず

ることが必要である。このことは、女性に対す

る暴力を根絶しようと努めている国際社会にお

ける取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、

保護、自立支援等の体制を整備することにより、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図

るため、この法律を制定する。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

 

第一章 総則 

 

(定義) 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」

とは、配偶者からの身体に対する暴力(身体に

対する不法な攻撃であって生命又は身体に危

害を及ぼすものをいう。以下同じ。)又はこれ

に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動(以

下この項において「身体に対する暴力等」と

総称する。)をいい、配偶者からの身体に対す

る暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、

当該配偶者であった者から引き続き受ける身

体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者

からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届

出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出

をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者が、事実上離婚したと同様の事情

に入ることを含むものとする。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(国及び地方公共団体の責務) 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力を防止するとともに、被害者の自立を支

援することを含め、その適切な保護を図る責

務を有する。 

(平一六法六四・一部改正) 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本

計画等 

(平一六法六四・追加、平一九法一一

三・改称) 

 

(基本方針) 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、

法務大臣及び厚生労働大臣(以下この条及び

次条第五項において「主務大臣」という。)

は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策に関する基本的な方針(以下

この条並びに次条第一項及び第三項において

「基本方針」という。)を定めなければならな

い。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につ

き、次条第一項の都道府県基本計画及び同条

第三項の市町村基本計画の指針となるべきも

のを定めるものとする。 
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一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する重要

事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更しようとするときは、あらかじめ、関係

行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

(平一六法六四・追加、平一九法一一

三・一部改正) 

 

(都道府県基本計画等) 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、

当該都道府県における配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のための施策の実施に関

する基本的な計画(以下この条において「都道

府県基本計画」という。)を定めなければなら

ない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる

事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する重要

事項 

３ 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、基

本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘

案して、当該市町村における配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する基本的な計画(以下この条におい

て「市町村基本計画」という。)を定めるよう

努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画

又は市町村基本計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、

都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成

のために必要な助言その他の援助を行うよう

努めなければならない。 

(平一六法六四・追加、平一九法一一

三・一部改正) 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

 

(配偶者暴力相談支援センター) 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する

婦人相談所その他の適切な施設において、当

該各施設が配偶者暴力相談支援センターとし

ての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施

設において、当該各施設が配偶者暴力相談支

援センターとしての機能を果たすようにする

よう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のため、次

に掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相

談に応ずること又は婦人相談員若しくは相

談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、

医学的又は心理学的な指導その他の必要な

指導を行うこと。 

三 被害者(被害者がその家族を同伴する場

合にあっては、被害者及びその同伴する家

族。次号、第六号、第五条及び第八条の三

において同じ。)の緊急時における安全の確

保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進す

るため、就業の促進、住宅の確保、援護等

に関する制度の利用等について、情報の提

供、助言、関係機関との連絡調整その他の

援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用に

ついて、情報の提供、助言、関係機関への

連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用に

ついて、情報の提供、助言、関係機関との

連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、

自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を

満たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務

を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

の活動を行う民間の団体との連携に努めるも

のとする。 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 
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(婦人相談員による相談等) 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、

必要な指導を行うことができる。 

 

(婦人保護施設における保護) 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被

害者の保護を行うことができる。 

第三章 被害者の保護 

 

(配偶者からの暴力の発見者による通報等) 

第六条 配偶者からの暴力(配偶者又は配偶者

であった者からの身体に対する暴力に限る。

以下この章において同じ。)を受けている者を

発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援

センター又は警察官に通報するよう努めなけ

ればならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行

うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷

し又は疾病にかかったと認められる者を発見

したときは、その旨を配偶者暴力相談支援セ

ンター又は警察官に通報することができる。

この場合において、その者の意思を尊重する

よう努めるものとする。 

３ 刑法(明治四十年法律第四十五号)の秘密漏

示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の

規定は、前二項の規定により通報することを

妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行

うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷

し又は疾病にかかったと認められる者を発見

したときは、その者に対し、配偶者暴力相談

支援センター等の利用について、その有する

情報を提供するよう努めなければならない。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(配偶者暴力相談支援センターによる保護に

ついての説明等) 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害

者に関する通報又は相談を受けた場合には、

必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の

規定により配偶者暴力相談支援センターが行

う業務の内容について説明及び助言を行うと

ともに、必要な保護を受けることを勧奨する

ものとする。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(警察官による被害の防止) 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの

暴力が行われていると認めるときは、警察法

(昭和二十九年法律第百六十二号)、警察官職

務執行法(昭和二十三年法律第百三十六号)そ

の他の法令の定めるところにより、暴力の制

止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力

による被害の発生を防止するために必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。 

 

(警察本部長等の援助) 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部

長(道警察本部の所在地を包括する方面を除

く方面については、方面本部長。第十五条第

三項において同じ。)又は警察署長は、配偶者

からの暴力を受けている者から、配偶者から

の暴力による被害を自ら防止するための援助

を受けたい旨の申出があり、その申出を相当

と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受

けている者に対し、国家公安委員会規則で定

めるところにより、当該被害を自ら防止する

ための措置の教示その他配偶者からの暴力に

よる被害の発生を防止するために必要な援助

を行うものとする。 

(平一六法六四・追加) 

 

(福祉事務所による自立支援) 

第八条の三 社会福祉法(昭和二十六年法律第

四十五号)に定める福祉に関する事務所(次条

において「福祉事務所」という。)は、生活保

護法(昭和二十五年法律第百四十四号)、児童

福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)、母

子及び寡婦福祉法(昭和三十九年法律第百二

十九号)その他の法令の定めるところにより、

被害者の自立を支援するために必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。 

(平一六法六四・追加) 

 

(被害者の保護のための関係機関の連携協力) 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府

県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の

関係機関その他の関係機関は、被害者の保護

を行うに当たっては、その適切な保護が行わ

れるよう、相互に連携を図りながら協力する

よう努めるものとする。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(苦情の適切かつ迅速な処理) 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護

に係る職員の職務の執行に関して被害者から
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苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速に

これを処理するよう努めるものとする。 

(平一六法六四・追加) 

第四章 保護命令 

 

(保護命令) 

第十条 被害者(配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫(被害者の生命又

は身体に対し害を加える旨を告知してする脅

迫をいう。以下この章において同じ。)を受け

た者に限る。以下この章において同じ。)が、

配偶者からの身体に対する暴力を受けた者で

ある場合にあっては配偶者からの更なる身体

に対する暴力(配偶者からの身体に対する暴

力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該

配偶者であった者から引き続き受ける身体に

対する暴力。第十二条第一項第二号において

同じ。)により、配偶者からの生命等に対する

脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者

から受ける身体に対する暴力(配偶者からの

生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力。同号において

同じ。)により、その生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該

配偶者(配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者。以下こ

の条、同項第三号及び第四号並びに第十八条

第一項において同じ。)に対し、次の各号に掲

げる事項を命ずるものとする。ただし、第二

号に掲げる事項については、申立ての時にお

いて被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共

にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月

間、被害者の住居(当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この号に

おいて同じ。)その他の場所において被害者

の身辺につきまとい、又は被害者の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付近

をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月

間、被害者と共に生活の本拠としている住

居から退去すること及び当該住居の付近を

はいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その

生命又は身体に危害が加えられることを防止

するため、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して六月を経過する日ま

での間、被害者に対して次の各号に掲げるい

ずれの行為もしてはならないことを命ずるも

のとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるよう

な事項を告げ、又はその知り得る状態に置

くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむ

を得ない場合を除き、連続して、電話をか

け、ファクシミリ装置を用いて送信し、若

しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時

から午前六時までの間に、電話をかけ、ファ

クシミリ装置を用いて送信し、又は電子

メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又

は嫌悪の情を催させるような物を送付し、

又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその

知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞しゆう恥心を害する事項を告

げ、若しくはその知り得る状態に置き、又

はその性的羞恥心を害する文書、図画その

他の物を送付し、若しくはその知り得る状

態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害

者がその成年に達しない子(以下この項及び

次項並びに第十二条第一項第三号において単

に「子」という。)と同居しているときであっ

て、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足

りる言動を行っていることその他の事情があ

ることから被害者がその同居している子に関

して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため必要があると認めるとき

は、第一項第一号の規定による命令を発する

裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立て

により、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者に対し、
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命令の効力が生じた日以後、同号の規定によ

る命令の効力が生じた日から起算して六月を

経過する日までの間、当該子の住居(当該配偶

者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。)、就学する学校そ

の他の場所において当該子の身辺につきまと

い、又は当該子の住居、就学する学校その他

その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないことを命ずるものとする。ただし、

当該子が十五歳以上であるときは、その同意

がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶

者が被害者の親族その他被害者と社会生活に

おいて密接な関係を有する者(被害者と同居

している子及び配偶者と同居している者を除

く。以下この項及び次項並びに第十二条第一

項第四号において「親族等」という。)の住居

に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を

行っていることその他の事情があることから

被害者がその親族等に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止するため

必要があると認めるときは、第一項第一号の

規定による命令を発する裁判所又は発した裁

判所は、被害者の申立てにより、その生命又

は身体に危害が加えられることを防止するた

め、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日以後、同号の規定による命令の効力が生じ

た日から起算して六月を経過する日までの間、

当該親族等の住居(当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この項にお

いて同じ。)その他の場所において当該親族等

の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付近を

はいかいしてはならないことを命ずるものと

する。 

５ 前項の申立ては、当該親族等(被害者の十五

歳未満の子を除く。以下この項において同

じ。)の同意(当該親族等が十五歳未満の者又

は成年被後見人である場合にあっては、その

法定代理人の同意)がある場合に限り、するこ

とができる。 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 

 

(管轄裁判所) 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立

てに係る事件は、相手方の住所(日本国内に住

所がないとき又は住所が知れないときは居

所)の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に

属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、

次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所に

もすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対

する暴力又は生命等に対する脅迫が行われ

た地 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 

 

(保護命令の申立て) 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定

による命令(以下「保護命令」という。)の申

立ては、次に掲げる事項を記載した書面でし

なければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又

は配偶者からの生命等に対する脅迫を受け

た後の配偶者から受ける身体に対する暴力

により、生命又は身体に重大な危害を受け

るおそれが大きいと認めるに足りる申立て

の時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立て

をする場合にあっては、被害者が当該同居

している子に関して配偶者と面会すること

を余儀なくされることを防止するため当該

命令を発する必要があると認めるに足りる

申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立て

をする場合にあっては、被害者が当該親族

等に関して配偶者と面会することを余儀な

くされることを防止するため当該命令を発

する必要があると認めるに足りる申立ての

時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は

警察職員に対し、前各号に掲げる事項につ

いて相談し、又は援助若しくは保護を求め

た事実の有無及びその事実があるときは、

次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求め

た日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内

容 
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ニ 相談又は申立人の求めに対して執られ

た措置の内容 

２ 前項の書面(以下「申立書」という。)に同

項第五号イからニまでに掲げる事項の記載が

ない場合には、申立書には、同項第一号から

第四号までに掲げる事項についての申立人の

供述を記載した書面で公証人法(明治四十一

年法律第五十三号)第五十八条ノ二第一項の

認証を受けたものを添付しなければならない。 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 

 

(迅速な裁判) 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る

事件については、速やかに裁判をするものと

する。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(保護命令事件の審理の方法) 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が

立ち会うことができる審尋の期日を経なけれ

ば、これを発することができない。ただし、

その期日を経ることにより保護命令の申立て

の目的を達することができない事情があると

きは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニま

でに掲げる事項の記載がある場合には、裁判

所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又

は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこ

れに対して執られた措置の内容を記載した書

面の提出を求めるものとする。この場合にお

いて、当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該所属官署の長は、これに速やかに応ずる

ものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、

前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは

所属官署の長又は申立人から相談を受け、若

しくは援助若しくは保護を求められた職員に

対し、同項の規定により書面の提出を求めた

事項に関して更に説明を求めることができる。 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 

 

(保護命令の申立てについての決定等) 

第十五条 保護命令の申立てについての決定に

は、理由を付さなければならない。ただし、

口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理

由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達

又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋

の期日における言渡しによって、その効力を

生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、

速やかにその旨及びその内容を申立人の住所

又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察

本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が

配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実が

あり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二

条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の

記載があるときは、裁判所書記官は、速やか

に、保護命令を発した旨及びその内容を、当

該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター(当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センターが二以上ある

場合にあっては、申立人がその職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が

最も遅い配偶者暴力相談支援センター)の長

に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 

 

(即時抗告) 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に

対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響

を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令

の取消しの原因となることが明らかな事情が

あることにつき疎明があったときに限り、抗

告裁判所は、申立てにより、即時抗告につい

ての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令

の効力の停止を命ずることができる。事件の

記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、

この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規

定による命令の効力の停止を命ずる場合にお

いて、同条第二項から第四項までの規定によ

る命令が発せられているときは、裁判所は、

当該命令の効力の停止をも命じなければなら

ない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服

を申し立てることができない。 
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６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定に

よる命令を取り消す場合において、同条第二

項から第四項までの規定による命令が発せら

れているときは、抗告裁判所は、当該命令を

も取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている

保護命令について、第三項若しくは第四項の

規定によりその効力の停止を命じたとき又は

抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判

所書記官は、速やかに、その旨及びその内容

を当該通知をした配偶者暴力相談支援セン

ターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の

場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消し

た場合について準用する。 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 

 

(保護命令の取消し) 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保

護命令の申立てをした者の申立てがあった場

合には、当該保護命令を取り消さなければな

らない。第十条第一項第一号又は第二項から

第四項までの規定による命令にあっては同号

の規定による命令が効力を生じた日から起算

して三月を経過した後において、同条第一項

第二号の規定による命令にあっては当該命令

が効力を生じた日から起算して二週間を経過

した後において、これらの命令を受けた者が

申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立

てをした者に異議がないことを確認したとき

も、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号

の規定による命令を発した裁判所が前項の規

定により当該命令を取り消す場合について準

用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、

前二項の場合について準用する。 

(平一六法六四・平一九法一一三・一部

改正) 

 

(第十条第一項第二号の規定による命令の再

度の申立て) 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命

令が発せられた後に当該発せられた命令の申

立ての理由となった身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする

同号の規定による命令の再度の申立てがあっ

たときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本

拠としている住居から転居しようとする被害

者がその責めに帰することのできない事由に

より当該発せられた命令の効力が生ずる日か

ら起算して二月を経過する日までに当該住居

からの転居を完了することができないことそ

の他の同号の規定による命令を再度発する必

要があると認めるべき事情があるときに限り、

当該命令を発するものとする。ただし、当該

命令を発することにより当該配偶者の生活に

特に著しい支障を生ずると認めるときは、当

該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条

の規定の適用については、同条第一項各号列

記以外の部分中「次に掲げる事項」とあるの

は「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項

並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項

第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは

「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十

八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同

項第一号から第四号までに掲げる事項」とあ

るのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項

並びに第十八条第一項本文の事情」とする。 

(平一六法六四・全改、平一九法一一

三・一部改正) 

 

(事件の記録の閲覧等) 

第十九条 保護命令に関する手続について、当

事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の

閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは

抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の

交付を請求することができる。ただし、相手

方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭

弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の

指定があり、又は相手方に対する保護命令の

送達があるまでの間は、この限りでない。 

 

(法務事務官による宣誓認証) 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその

支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は

公証人がその職務を行うことができない場合

には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方

法務局又はその支局に勤務する法務事務官に

第十二条第二項(第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。)の認証を

行わせることができる。 

(平一六法六四・一部改正) 
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(民事訴訟法の準用) 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合

を除き、保護命令に関する手続に関しては、

その性質に反しない限り、民事訴訟法(平成八

年法律第百九号)の規定を準用する。 

 

(最高裁判所規則) 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保

護命令に関する手続に関し必要な事項は、最

高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

 

(職務関係者による配慮等) 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の

保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者(次

項において「職務関係者」という。)は、その

職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、

その置かれている環境等を踏まえ、被害者の

国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重

するとともに、その安全の確保及び秘密の保

持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、

被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に

関する理解を深めるために必要な研修及び啓

発を行うものとする。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(教育及び啓発) 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者か

らの暴力の防止に関する国民の理解を深める

ための教育及び啓発に努めるものとする。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(調査研究の推進等) 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護に資するた

め、加害者の更生のための指導の方法、被害

者の心身の健康を回復させるための方法等に

関する調査研究の推進並びに被害者の保護に

係る人材の養成及び資質の向上に努めるもの

とする。 

 

(民間の団体に対する援助) 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

の活動を行う民間の団体に対し、必要な援助

を行うよう努めるものとする。 

 

(都道府県及び市の支弁) 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費

用を支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げ

る業務を行う婦人相談所の運営に要する費

用(次号に掲げる費用を除く。) 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人

相談所が行う一時保護(同条第四項に規定

する厚生労働大臣が定める基準を満たす者

に委託して行う場合を含む。)に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委

嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保

護(市町村、社会福祉法人その他適当と認め

る者に委託して行う場合を含む。)及びこれ

に伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱

する婦人相談員が行う業務に要する費用を支

弁しなければならない。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

(国の負担及び補助) 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、

都道府県が前条第一項の規定により支弁した

費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げる

ものについては、その十分の五を負担するも

のとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に

掲げる費用の十分の五以内を補助することが

できる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁

した費用のうち、同項第三号及び第四号に

掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費

用 

第六章 罰則 

 

第二十九条 保護命令に違反した者は、一年以

下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

 

第三十条 第十二条第一項(第十八条第二項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。)

の規定により記載すべき事項について虚偽の

記載のある申立書により保護命令の申立てを

した者は、十万円以下の過料に処する。 

(平一六法六四・一部改正) 

 

附 則 抄 
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(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を経過した日から施行する。ただし、第二

章、第六条(配偶者暴力相談支援センターに係

る部分に限る。)、第七条、第九条(配偶者暴

力相談支援センターに係る部分に限る。)、第

二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四

年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相

談所に対し被害者が配偶者からの身体に対す

る暴力に関して相談し、又は援助若しくは保

護を求めた場合における当該被害者からの保

護命令の申立てに係る事件に関する第十二条

第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三

項の規定の適用については、これらの規定中

「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、

「婦人相談所」とする。 

(平一六法六四・一部改正) 

(検討) 

第三条 この法律の規定については、この法律

の施行後三年を目途として、この法律の施行

状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果

に基づいて必要な措置が講ぜられるものとす

る。 

 

附 則 (平成一六年六月二日法律第六

四号) 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を経過した日から施行する。 

(経過措置) 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律によ

る改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律(次項において「旧法」

という。)第十条の規定による命令の申立てに

係る同条の規定による命令に関する事件につ

いては、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せ

られた後に当該命令の申立ての理由となった

身体に対する不法な攻撃であって生命又は身

体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由と

するこの法律による改正後の配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律(以

下「新法」という。)第十条第一項第二号の規

定による命令の申立て(この法律の施行後最

初にされるものに限る。)があった場合におけ

る新法第十八条第一項の規定の適用について

は、同項中「二月」とあるのは、「二週間」と

する。 

(検討) 

第三条 新法の規定については、この法律の施

行後三年を目途として、新法の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

附 則 (平成一九年七月一一日法律第

一一三号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六

月を経過した日から施行する。 

(経過措置) 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律によ

る改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律第十条の規定による命

令の申立てに係る同条の規定による命令に関

する事件については、なお従前の例による。 
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○柏市附属機関設置条例 

平成8年3月29日 

条例第6号 

(趣旨) 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第

138条の4第3項に規定する附属機関について

は，法律若しくはこれに基づく政令又は他の

条例に定めのあるものを除くほか，この条例

の定めるところによる。 

(設置) 

第2条 執行機関の附属機関として，別表に掲

げるものを置く。 

(守秘義務) 

第3条 附属機関の委員は，職務上知り得た秘

密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も，同様とする。 

(委任) 

第4条 第2条に規定する附属機関の組織及び

委員その他の構成員並びに運営に関し必要な

事項は，規則で定める。 

附 則 

この条例は，平成8年4月1日から施行する。 

附 則(平成10年条例第6号) 

この条例は，平成10年4月1日から施行する。 

附 則(平成11年条例第7号) 

(施行期日) 

1 この条例は，平成11年4月1日から施行する。 

(柏市民文化会館条例の一部改正) 

2 柏市民文化会館条例(昭和47年柏市条例第

25号)の一部を次のように改正する。 

第16条の2を削る。 

(柏市民ギャラリー条例の一部改正) 

3 柏市民ギャラリー条例(昭和54年柏市条例

第39号)の一部を次のように改正する。 

第8条を次のように改める。 

第8条 削除 

附 則(平成12年条例第29号) 

(施行期日) 

1 この条例は，平成12年8月1日から施行する。 

(任期の特例) 

2 この条例の施行の日以後初めて柏市健康福

祉審議会の委員に委嘱される者の任期は，改

正後の別表の規定にかかわらず，平成14年3

月31日までとする。 

附 則(平成17年条例第17号) 

(施行期日) 

1 この条例は，平成17年4月1日から施行する。 

(任期の特例) 

2 この条例の施行の日から平成18年4月18日

までの間に柏市就学指導委員会の委員に委嘱

される者(補欠の委員として委嘱される者を

除く。)の任期は，改正後の別表の規定にかか

わらず，平成18年4月18日までとする。 

(柏市特別職報酬等審議会条例等の廃止) 

3 次に掲げる条例は，廃止する。 

(1) 柏市特別職報酬等審議会条例(昭和39年

柏市条例第38号) 

(2) 柏市住居表示審議会条例(昭和41年柏市

条例第3号) 

(3) 柏市通学区域審議会条例(昭和41年柏市

条例第7号) 

(4) 柏市総合計画審議会条例(昭和41年柏市

条例第28号) 

(5) 柏市生涯学習推進協議会条例(平成4年

柏市条例第10号) 

(6) 柏市行政改革推進委員会条例(平成7年

柏市条例第32号) 

附 則(平成17年条例第127号) 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則(平成19年条例第2号抄) 

(施行期日) 

1 この条例は，平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年条例第43号) 

この条例は，平成19年12月28日から施行する。 

附 則(平成19年条例第46号抄) 

(施行期日) 

1 この条例は，平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成20年条例第32号) 

この条例は，公布の日から施行する。 
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別表(第2条) 

(平10条例6・平11条例7・平12条例29・平17条例17・平17条例127・平19条例2・平19条

例43・平19条例46・平20条例32・一部改正) 

附属機関の属

する執行機関 

附属機関 担任する事務 委員の数 委員の任期 

市長 柏市表彰審査会 被表彰者についての審査に関する事

務 

15人 市長が別に

定める。 

柏市特別職報酬等審

議会 

市議会の議員の議員報酬の額並びに

市長及び副市長の給料及び退職手当

の額についての審議及び答申に関す

る事務 

10人以内 市長が別に

定める。 

柏市総合計画審議会 総合計画についての調査及び審議並

びに答申に関する事務 

25人以内 市長が別に

定める。 

柏市行政改革推進委

員会 

行政改革の課題及び推進状況につい

ての調査及び審議並びに答申に関す

る事務 

12人以内 市長が別に

定める。 

柏市男女共同参画推

進審議会 

女性問題に関する総合的施策の推進

についての審議及び答申に関する事

務 

15人以内 2年 

柏市住居表示審議会 住居表示整備事業の実施についての

調査及び審議並びに答申に関する事

務 

20人以内 市長が別に

定める。 

柏市予防接種調査会 予防接種の適正かつ円滑な処理につ

いての調査及び審議並びに答申に関

する事務 

6人 2年 

柏市老人ホーム入所

判定審査会 

老人ホーム入所措置の要否について

の審査及び答申に関する事務 

6人 2年 

柏市農業振興審議会 農業振興施策の総合的かつ効率的な

推進についての審議及び答申に関す

る事務 

12人 市長が別に

定める。 

柏市生涯学習推進協

議会 

生涯学習の推進についての審議及び

答申に関する事務 

15人以内 市長が別に

定める。 

教育委員会 柏市就学指導委員会 心身に障害のある児童生徒の適正な

就学についての判定及び具申に関す

る事務 

14人 2年 

柏市スポーツ障害予

防委員会及びその専

門委員会 

スポーツ障害の予防についての審議

及び答申に関する事務 

15人以内 2年 

柏市通学区域審議会 市立の小学校及び中学校の通学区域

についての審議及び答申に関する事

務 

20人以内 2年 

柏市学校適正配置審

議会 

市立の小学校及び中学校の適正な規

模及び配置についての審議及び答申

に関する事務 

10人以内 2年 

柏市文化振興審議会 文化振興施策の総合的かつ効率的な

推進についての審議及び答申に関す

る事務 

15人以内 2年 

備考 補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
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男女共同参画推進計画の審議経過  

 

   

 平成２１年 ９月１５日 

 

 

 平成２２年 ６月 ３日 

 

 

       ７月２２日 

 

 

 

      １０月１４日 

 

 

 

      １１月１８日 

 

 

 

      １２月１６日 

 

 

 

 平成２３年 １月２０日 

 

 

 

 ２月１５日～３月 ４日 

 

 

       ３月２４日 

   

  

 男女共同参画に関する市民意識調査実施 

  

 

 ・平成２２年度第１回男女共同参画推進審議会開催 

  （中期計画の進行状況について） 

  

  ・第２回審議会開催 

  （中期計画の進行状況について） 

 

 

 ・第３回審議会開催 

  （後期計画骨子案 基本課題Ⅰ～Ⅵについて） 

 

 

 ・第４回審議会開催 

  （修正骨子案 基本課題Ⅰ～Ⅵについて） 

 

 

 ・第５回審議会開催 

  （後期計画案 基本課題Ⅰ～Ⅵについて） 

 

 

 ・第６回審議会開催 

  （後期計画案最終確認） 

 

 

 ・パブリックコメントを実施 

 

 

 ・第７回審議会開催 

  （パブリックコメントの結果について， 

   計画の答申について） 

 ・とりまとめ意見交換・答申 

 

 



 
７ ５  

        柏市男女共同参画推進審議会委員  

 

                 平 成 ２ ３ 年 ３ 月 末 現 在  
     氏     名  区   分   

内 海 﨑  貴  子  

山  田    順  

山  川    彩  

学 識 経 験 者  

   鈴  木  賢  司  関 係 行 政             

   柴  田  晴  代  

○  広  瀬  清  美  
女 性 団 体 等  

   田  中  真 由 美  労 働 団 体             

   網    ミ  チ  経 営 者             

   相  模  幸  子  

 ◎  沢  田  悦 三 朗  

藤  田  武  志  

   堀  内  み ゆ き （ 公 募 ）  

市    民  

                 ◎ は 会 長 ， ○ は 副 会 長  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発行 柏市 市民生活部 男女共同参画室 

       柏市柏五丁目１０番１号 

       電話 04-7167-1127（直通） 
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